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 そこまで来た、人口減少時代

　

急
激
な
少
子
化
で
、
２
０
０
７
年
に
は
人
口
減
少
時
代
に
突
入
す
る
と
言
わ
れ
て
い

る
。
少
子
化
は
、
経
済
、
家
計
、
企
業
に
影
響
を
及
ぼ
し
、
様
々
な
面
で
変
革
に
せ
ま
ら

れ
る
こ
と
に
な
る
。
人
口
が
減
少
し
て
も
経
済
一
辺
倒
の
価
値
観
を
か
え
る
こ
と
が
で

き
れ
ば
、
住
み
や
す
い
社
会
に
な
る
か
も
し
れ
な
い
し
、
ま
た
、
工
夫
す
れ
ば
人
口
構
成

に
見
合
っ
た
社
会
を
つ
く
り
だ
す
こ
と
も
で
き
る
で
あ
ろ
う
。
し
か
し
そ
の
た
め
に
は
、

少
子
化
の
も
た
ら
す
問
題
を
認
識
し
、
対
応
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。
こ
こ
で
は
企
業

と
し
て
ど
う
対
応
し
て
い
く
べ
き
か
を
考
え
る
き
っ
か
け
を
提
示
し
た
い
。
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資料：国立社会保障・人口問題研究所編「人口統計資料集」（総務省「国勢
調査」、「人口推計」）、三重県「三重県の人口」、国立社会保障・人口
問題研究所「日本の将来推計人口（２００２年１月・中位推計）」、「都道府
県の将来推計人口（２００２年３月・中位推計）」より当社作成 

実績値 将来推計値 

実績値 将来推計値 

※２００５年以降は推計値 

■　グラフ―1　人口の推移（全国） 

■　グラフ―2　人口の推移（三重県） 
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人
口
は

Ⅰ 
来
年
２
０
０
６
年
を

ピ
ー
ク
に
減
少　

　

日
本
の
人
口
は
、
来
年
２
０
０
６
年
に

ピ
ー
ク
を
迎
え
、
２
０
０
７
年
か
ら
減
少

に
転
じ
る
と
い
わ
れ
て
い
る
。
人
口
の
減

少
は
、
近
代
的
な
人
口
統
計
が
整
備
さ
れ

た
１
８
７
２（
明
治
５
）年
以
来
、
第
２
次
世

界
大
戦
中
の
一
時
期
を
除
い
て
初
め
て
の

こ
と
で
あ
る
。
２
０
５
０
年
に
は
現
在
の

水
準
か
ら
約
２
、７
０
０
万
人
減
少
し
て

１
億　

万
人
と
な
り
、
初
め
て
１
億
人
を

５９

超
え
た
１
９
６
７（
昭
和　

）年
頃
の
水
準

４２

に
戻
る
と
推
計
さ
れ
て
い
る
。

　

三
重
県
の
人
口
も
、
２
０
０
５
年
か
ら

２
０
１
０
年
の
間
に
減
少
に
転
じ
る
予
測

で
あ
る
。
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そこまで来た、
人口減少時代
少子化の影響と企業に求められる対応

名古屋営業所 
〒４５３－００１７  名古屋市中村区則武本通３丁目３８ 
TEL０５２－４７１－１４５５　FAX０５２－４７１－８３０５ 

伊勢支店 
〒５１６－００３６　伊勢市岡本１丁目３番３号 
TEL０５９６－２７－１５０１　FAX０５９６－２７－１０６０ 

本社 
〒５１４－０００４　津市栄町３丁目１２３番地の１ 
TEL０５９－２２８－４４５５　FAX０５９－２２８－１７２１ 

四日市支店 
〒５１０－００８３　四日市市沖の島町１番６号 
TEL０５９３－５３－８１０５　FAX０５９３－５３－８１０８ 

リースの活用で確かな未来を 

http://www.105lc.co.jp
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■　グラフ―4　三重県の人口構造の推移 

（千人） 

※２００５年以降は推計値 

資料：三重県「三重県年齢別人口調査結果」（総務省「国勢調査」）、国立社会保障・人口問題研究所「都道府県別の将来推計人口 

　　　２００３年３月推計」）より当社作成 
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０ ２０ ４０ ６０ ８０ １００ （％） 

高齢化の進展に伴う現役世代 
の負担の増加 

家・土地など財産を継承する割合が 
増え、豊かさを享受できる人の増加 

過疎化・高齢化に伴う 
地域社会の変容 

労働力人口の減少 

労働力人口の年齢構成の変化 

家族機能の変化 

人口の減少 

経済成長率が低下する可能性 

子どもの健全な成長への妨げ 

現役世代の手取り所得の低迷 

受験競争の緩和 

交通渋滞や環境問題の緩和 

その他 

特に大きいと思われることはない 

無回答 

※有識者に対するアンケート調査による 
資料：国立社会保障・人口問題研究所H.P「少子化政策情報」（１９９７年度厚生科学研究 
　　　「少子化社会における家族等のあり方に関する調査研究」） 

■　グラフ―5　少子化が国に与える影響 
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経
済
は
縮
小 

　

生
産
年
齢
人
口
が
減
少
す
る
と
い
う
こ

と
は
、
働
き
手
が
減
る
と
い
う
こ
と
で
あ

り
、
経
済
の
発
展
に
大
き
な
障
害
と
な
る
。

　

経
済
の
成
長
は
労
働
者
数
と
労
働
生
産

性
に
大
き
く
左
右
さ
れ
る
た
め
、
１
人
当

た
り
の
労
働
生
産
性
が
向
上
し
な
い
限
り
、

労
働
者
の
減
少
は
経
済
成
長
率
に
マ
イ
ナ

 そこまで来た、人口減少時代

ス
の
影
響
を
及
ぼ
す
こ
と
に
な
る
。

　

日
本
銀
行
の
研
究
グ
ル
ー
プ
が
ま
と
め

た「 
わ 
が
国
の
人
口
動
態
が
マ
ク
ロ
経
済
に

＊
注
２

及
ぼ
す
影
響
に
つ
い
て
」（
２
０
０
３
年
９
月
）

に
よ
る
と
、就
業
者
数
の
減
少
が
、２
０
０

７
年
度
以
降
、
経
済
成
長
率
に
対
し
て
毎

年
マ
イ
ナ
ス　

％
ポ
イ
ン
ト
程
度
の
影
響

０.５

を
及
ぼ
し
、
２
０
２
０
年
代
に
入
る
と
マ

イ
ナ
ス
成
長
に
な
る
と
予
測
し
て
い
る
。

＊
注
２

　

日
本
銀
行
ワ
ー
キ
ン
グ
ペ
ー
パ
ー
シ
リ
ー
ズ
の
論
文
。

　

神
津
多
可
思
氏
・
佐
藤
嘉
子
氏
・
稲
田
将
一
氏
著　
 

（歳） （歳） 

資料：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「都道府県別の将来推計人口（２００３年３月推計）」 
 

 

■　グラフ―3　三重県の人口　 
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※平成１５年の全国の出生率は下４桁で１.２９０、１６年は１.２８８ 

※沖縄県（全国最高値）、東京都（全国最低値） 

資料：厚生労働省「人口動態統計」、三重県「三重県の人口動態の概況」 

■　表―1　合計特殊出生率の推移 

  S55 60 H2 7 12 13 14 15 16 

 三重県 １.８２ １.８０ １.６１ １.５０ １.４８ １.３８ １.４０ １.３５ １.３４ 

 愛知県 １.８１ １.８２ １.５７ １.４７ １.４４ １.３６ １.３４ １.３２ １.３４ 

 岐阜県 １.８０ １.８１ １.５７ １.４９ １.４７ １.３７ １.３８ １.３６ １.３１ 

 沖縄県 ２.３８ ２.３１ １.９５ １.８７ １.８２ １.８３ １.７６ １.７５ １.７２ 

 東京都 １.４４ １.４４ １.２３ １.１１ １.０７ １.００ １.０２ １.００ １.０１ 

 全　国 １.７５ １.７６ １.５４ １.４２ １.３６ １.３３ １.３２ １.２９ １.２９ 

（三重県と近隣県、その他全国） 

少
子
化

Ⅱ 
出
生
率
１
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２９
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予
測
を
上
回
る
出
生
率
の
低
下  

　

人
口
が
減
少
し
て
い
く
要
因
に
は
、
女

性
が
出
産
す
る
子
ど
も
の
数
の
減
少
が
大

き
く
影
響
し
て
い
る
。

　
「
合 
計

    

特
殊
出
生
率
」
と
呼
ば
れ
る
、
一

＊
注
１

人
の
女
性
が
一
生
の
う
ち
に
出
産
す
る
子

ど
も
の
数
は
、
２
０
０
４
年
度
、
過
去
最

低
を
更
新
し
１
・　
（
下
４
桁
ま
で
算
出
す
る
と

２９

１
・
２
８
８
）
と
な
っ
た
。
こ
の
数
値
は
、

【
グ
ラ
フ
―
１
】で
２
０
０
４
年
度
の
人
口
推

計
の
前
提
と
な
っ
た
出
生
率
１
・　

を
下

３２

回
り
、
予
想
よ
り
早
い
テ
ン
ポ
で
少
子
化

が
進
展
し
て
い
る
こ
と
を
印
象
付
け
た
。

　

三
重
県
の
合
計
特
殊
出
生
率
は
１
・　
３４

と
な
り
、
全
国
平
均
を
上
回
っ
て
は
い
る

も
の
の
、
長
期
的
に
人
口
を
維
持
し
て
い

け
る
２
・　

を
大
き
く
下
回
っ
て
い
る
。

０７

三
重
県
に
お
い
て
も
人
口
の
減
少
は
避
け

ら
れ
な
い
状
況
で
あ
る
【
表
―
１
】。

＊
注
１　

合
計
特
殊
出
生
率　
 

　

〜　

歳
ま
で
の
女
子
の
年
齢
別
出
生
率

１５

４９

を
合
計
し
た
も
の

　　
　
　
人
口
ピ
ラ
ミ
ッ
ド
は

■■■■■■■■■■■22222222222
 　
　
　
釣
鐘
型
か
ら
つ
ぼ
型
へ 

生
産
年
齢
人
口
の
減
少

　

少
子
化
に
よ
る
人
口
の
減
少
に
よ
っ
て
、

人
口
の
年
齢
構
成
は
大
き
く
変
わ
る
こ
と

に
な
る
。【
グ
ラ
フ
―
３
】は
、
２
０
０
０
年
と

２
０
３
０
年
の
三
重
県
の
人
口
を
男
女

別
・
年
齢
別
に
み
た
人
口
ピ
ラ
ミ
ッ
ド
で

あ
る
。
若
者
が
減
り
、
高
齢
者
が
増
え
る

こ
と
か
ら
、
釣
鐘
型
か
ら
つ
ぼ
型
へ
と
姿

が
変
化
し
て
い
く
こ
と
に
な
る
。

　

さ
ら
に
０
〜　

歳
の
年
少
人
口
、　

〜

１４

１５

　

歳
の
生
産
年
齢
人
口
、　

歳
以
上
の
老

６４

６５

年
人
口
に
３
区
分
し
て
み
て
み
る
と
、
生

産
年
齢
人
口
は
既
に
１
９
９
７
年
か
ら
減

少
に
転
じ
て
お
り
（
三
重
県
年
齢
別
人
口
調
査

結
果
推
計
値
）、
今
後
も
一
貫
し
て
減
少
し

て
い
く
見
通
し
で
あ
る 【
グ
ラ
フ
―
４
】。 



２０００ 

１６００ 

１２００ 

８００ 

４００ 

０ 

■　グラフ―4　三重県の人口構造の推移 

（千人） 

※２００５年以降は推計値 

資料：三重県「三重県年齢別人口調査結果」（総務省「国勢調査」）、国立社会保障・人口問題研究所「都道府県別の将来推計人口 

　　　２００３年３月推計」）より当社作成 

15～64歳人口 
（生産年齢人口） 

15歳未満人口 
（年少人口） 

65歳以上人口 
（老年人口） 

大
正
9﹇
１
９
２
０
﹈ 

 

﹇
１
９
２
５
﹈ 

昭
和
5﹇
１
９
３
０
﹈ 

 

﹇
１
９
３
５
﹈ 

 

﹇
１
９
４
０
﹈ 

14 10 15

 

﹇
１
９
４
５
﹈ 

20

 

﹇
１
９
５
０
﹈ 

25

 

﹇
１
９
５
５
﹈ 

30

 

﹇
１
９
６
０
﹈ 

35

 

﹇
１
９
６
５
﹈ 

40

 

﹇
１
９
７
０
﹈ 

45

 

﹇
１
９
７
５
﹈ 

50

 

﹇
１
９
８
０
﹈ 

55

 

﹇
１
９
８
５
﹈ 

60

平
成
2﹇
１
９
９
０
﹈ 

 

﹇
１
９
９
５
﹈ 

 

﹇
２
０
０
０
﹈ 

127

 

﹇
２
０
０
５
﹈ 

17

 

﹇
２
０
１
０
﹈ 

22

 

﹇
２
０
１
５
﹈ 

27

 

﹇
２
０
２
０
﹈ 

32

 

﹇
２
０
２
５
﹈ 

37

 

﹇
２
０
３
０
﹈ 

42

実績値 将来推計値 

ピ
ー
ク
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０ ２０ ４０ ６０ ８０ １００ （％） 

高齢化の進展に伴う現役世代 
の負担の増加 

家・土地など財産を継承する割合が 
増え、豊かさを享受できる人の増加 

過疎化・高齢化に伴う 
地域社会の変容 

労働力人口の減少 

労働力人口の年齢構成の変化 

家族機能の変化 

人口の減少 

経済成長率が低下する可能性 

子どもの健全な成長への妨げ 

現役世代の手取り所得の低迷 

受験競争の緩和 

交通渋滞や環境問題の緩和 

その他 

特に大きいと思われることはない 

無回答 

※有識者に対するアンケート調査による 
資料：国立社会保障・人口問題研究所H.P「少子化政策情報」（１９９７年度厚生科学研究 
　　　「少子化社会における家族等のあり方に関する調査研究」） 

■　グラフ―5　少子化が国に与える影響 

 80.3 

 62.1 

 49.9 

 49.5 

 37.7 

 37.2 

 34.5 

 30.4 

 18.2 

 6.5 

 6.3 

 5.5 

 2.3 

 0.5 

 0.4

少
子
化
で

Ⅲ 
日
本
は
ど
う
な
る
の
か
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経
済
は
縮
小 

　

生
産
年
齢
人
口
が
減
少
す
る
と
い
う
こ

と
は
、
働
き
手
が
減
る
と
い
う
こ
と
で
あ

り
、
経
済
の
発
展
に
大
き
な
障
害
と
な
る
。

　

経
済
の
成
長
は
労
働
者
数
と
労
働
生
産

性
に
大
き
く
左
右
さ
れ
る
た
め
、
１
人
当

た
り
の
労
働
生
産
性
が
向
上
し
な
い
限
り
、

労
働
者
の
減
少
は
経
済
成
長
率
に
マ
イ
ナ

 そこまで来た、人口減少時代

ス
の
影
響
を
及
ぼ
す
こ
と
に
な
る
。

　

日
本
銀
行
の
研
究
グ
ル
ー
プ
が
ま
と
め

た「 
わ 
が
国
の
人
口
動
態
が
マ
ク
ロ
経
済
に

＊
注
２

及
ぼ
す
影
響
に
つ
い
て
」（
２
０
０
３
年
９
月
）

に
よ
る
と
、就
業
者
数
の
減
少
が
、２
０
０

７
年
度
以
降
、
経
済
成
長
率
に
対
し
て
毎

年
マ
イ
ナ
ス　

％
ポ
イ
ン
ト
程
度
の
影
響

０.５

を
及
ぼ
し
、
２
０
２
０
年
代
に
入
る
と
マ

イ
ナ
ス
成
長
に
な
る
と
予
測
し
て
い
る
。

＊
注
２

　

日
本
銀
行
ワ
ー
キ
ン
グ
ペ
ー
パ
ー
シ
リ
ー
ズ
の
論
文
。

　

神
津
多
可
思
氏
・
佐
藤
嘉
子
氏
・
稲
田
将
一
氏
著　
 

（歳） （歳） 

資料：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「都道府県別の将来推計人口（２００３年３月推計）」 
 

 

■　グラフ―3　三重県の人口　 

８０ ７０ ６０ ５０ ４０ ３０ ２０ １０ ０ ８０ ７０ ６０ ５０ ４０ ３０ ２０ １０ ８０ 
（千人） （千人） 

７０ ６０ ５０ ４０ ３０ ２０ １０ ０ ８０ ７０ ６０ ５０ ４０ ３０ ２０ １０ 
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※平成１５年の全国の出生率は下４桁で１.２９０、１６年は１.２８８ 

※沖縄県（全国最高値）、東京都（全国最低値） 

資料：厚生労働省「人口動態統計」、三重県「三重県の人口動態の概況」 

■　表―1　合計特殊出生率の推移 

  S55 60 H2 7 12 13 14 15 16 

 三重県 １.８２ １.８０ １.６１ １.５０ １.４８ １.３８ １.４０ １.３５ １.３４ 

 愛知県 １.８１ １.８２ １.５７ １.４７ １.４４ １.３６ １.３４ １.３２ １.３４ 

 岐阜県 １.８０ １.８１ １.５７ １.４９ １.４７ １.３７ １.３８ １.３６ １.３１ 

 沖縄県 ２.３８ ２.３１ １.９５ １.８７ １.８２ １.８３ １.７６ １.７５ １.７２ 

 東京都 １.４４ １.４４ １.２３ １.１１ １.０７ １.００ １.０２ １.００ １.０１ 

 全　国 １.７５ １.７６ １.５４ １.４２ １.３６ １.３３ １.３２ １.２９ １.２９ 

（三重県と近隣県、その他全国） 

少
子
化

Ⅱ 
出
生
率
１
・　

の
衝
撃

２９

■■■■■■■■■■■11111111111
 

    
予
測
を
上
回
る
出
生
率
の
低
下  

　

人
口
が
減
少
し
て
い
く
要
因
に
は
、
女

性
が
出
産
す
る
子
ど
も
の
数
の
減
少
が
大

き
く
影
響
し
て
い
る
。

　
「
合 
計

    

特
殊
出
生
率
」
と
呼
ば
れ
る
、
一

＊
注
１

人
の
女
性
が
一
生
の
う
ち
に
出
産
す
る
子

ど
も
の
数
は
、
２
０
０
４
年
度
、
過
去
最

低
を
更
新
し
１
・　
（
下
４
桁
ま
で
算
出
す
る
と

２９

１
・
２
８
８
）
と
な
っ
た
。
こ
の
数
値
は
、

【
グ
ラ
フ
―
１
】で
２
０
０
４
年
度
の
人
口
推

計
の
前
提
と
な
っ
た
出
生
率
１
・　

を
下

３２

回
り
、
予
想
よ
り
早
い
テ
ン
ポ
で
少
子
化

が
進
展
し
て
い
る
こ
と
を
印
象
付
け
た
。

　

三
重
県
の
合
計
特
殊
出
生
率
は
１
・　
３４

と
な
り
、
全
国
平
均
を
上
回
っ
て
は
い
る

も
の
の
、
長
期
的
に
人
口
を
維
持
し
て
い

け
る
２
・　

を
大
き
く
下
回
っ
て
い
る
。

０７

三
重
県
に
お
い
て
も
人
口
の
減
少
は
避
け

ら
れ
な
い
状
況
で
あ
る
【
表
―
１
】。

＊
注
１　

合
計
特
殊
出
生
率　
 

　

〜　

歳
ま
で
の
女
子
の
年
齢
別
出
生
率

１５

４９

を
合
計
し
た
も
の

　　
　
　
人
口
ピ
ラ
ミ
ッ
ド
は

■■■■■■■■■■■22222222222
 　
　
　
釣
鐘
型
か
ら
つ
ぼ
型
へ 

生
産
年
齢
人
口
の
減
少

　

少
子
化
に
よ
る
人
口
の
減
少
に
よ
っ
て
、

人
口
の
年
齢
構
成
は
大
き
く
変
わ
る
こ
と

に
な
る
。【
グ
ラ
フ
―
３
】は
、
２
０
０
０
年
と

２
０
３
０
年
の
三
重
県
の
人
口
を
男
女

別
・
年
齢
別
に
み
た
人
口
ピ
ラ
ミ
ッ
ド
で

あ
る
。
若
者
が
減
り
、
高
齢
者
が
増
え
る

こ
と
か
ら
、
釣
鐘
型
か
ら
つ
ぼ
型
へ
と
姿

が
変
化
し
て
い
く
こ
と
に
な
る
。

　

さ
ら
に
０
〜　

歳
の
年
少
人
口
、　

〜

１４

１５

　

歳
の
生
産
年
齢
人
口
、　

歳
以
上
の
老

６４

６５

年
人
口
に
３
区
分
し
て
み
て
み
る
と
、
生

産
年
齢
人
口
は
既
に
１
９
９
７
年
か
ら
減

少
に
転
じ
て
お
り
（
三
重
県
年
齢
別
人
口
調
査

結
果
推
計
値
）、
今
後
も
一
貫
し
て
減
少
し

て
い
く
見
通
し
で
あ
る 【
グ
ラ
フ
―
４
】。 
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か
ら
、
約
９
万
円
分
の
消
費
が
減
少
す
る

こ
と
に
な
る
。
仮
に
三
重
県
の
雇
用
者　
７２

万
６
千
人（
２
０
０
０
年
国
勢
調
査
）が
同
様
に

支
出
を
抑
え
る
と
す
る
と
、
消
費
は
年
間

約
６
５
３
億
円
減
少
、
全
国
（
雇
用
者
４
、８

７
６
万
人
）
だ
と
年
間　

兆
円
近
く
減
少
す

４.５

る
こ
と
に
な
る
。

　

当
社
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
で
は
、
支
出
を

抑
え
る
費
目
の
１
位
は
外
食
費
と
な
っ
た

【
グ
ラ
フ
―
７
】。
次
い
で
娯
楽
費
、
旅
行
・

レ
ジ
ャ
ー
費
、交
際
費
、
マ
イ
カ
ー
購
入

費
と
続
い
て
い
る
。
一
方
、
支
出
を
減
ら

さ
な
い
費
目
と
し
て
、食
費
、医
療
・
健
康

維
持
費
、
教
養
費
が
上
位
と
な
っ
た
【
グ

ラ
フ
―
８
】。

　

●22222222222
 
　
産
業
へ
の
影
響 

　

人
口
の
減
少
は
、
食
品
、
衣
料
、
住
宅
、

教
育
、
ア
ミ
ュ
ー
ズ
メ
ン
ト
・
レ
ジ
ャ
ー

関
連
な
ど
を
中
心
に
、
国
内
需
要
を
縮
小

さ
せ
、
多
く
の
産
業
に
大
き
な
影
響
を
与

え
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
。

　

例
え
ば
住
宅
関
連
は
、
地
域
性
が
強
い

産
業
で
あ
り
、
人
口
減
少
の
影
響
を
受
け

や
す
い
産
業
の
ひ
と
つ
と
い
え
る
。
住
宅

の
需
要
量
は
世
帯
数
と
世
帯
構
成
の
変
化

に
大
き
く
左
右
さ
れ
る
。
世
帯
数
は
、
人

口
が
減
少
に
転
じ
て
も
し
ば
ら
く
は
単
身

世
帯
の
増
加
な
ど
に
よ
り
、
増
加
を
続
け

る
。
三
重
県
で
も
２
０
１
５
年
頃
ま
で
増

加
す
る
が
、
そ
の
後
は
減
少
に
転
じ
る
見

込
み
で
あ
る【
グ
ラ
フ
―
９
】。
世
帯
数
の
減

少
に
伴
い
、
将
来
的
に
は
住
宅
需
要
の
減

少
が
予
想
さ
れ
る
。
住
宅
建
築
で
は
幅
広

い
産
業
か
ら
資
材
が
投
入
さ
れ
る
こ
と
か

ら
、
他
産
業
へ
の
波
及
効
果
は
非
常
に
大

き
く
、
そ
の
動
向
は
国
内
の
生
産
活
動
等

に
大
き
な
影
響
を
与
え
る
。
ま
た
そ
れ
は
、

世
帯
単
位
で
使
用
す
る
耐
久
消
費
財
等
の

需
要
減
少
に
も
つ
な
が
っ
て
い
く
こ
と
に

な
る
。

　

ま
た
子
ど
も
数
の
減
少
に
よ
り
、
私
立

の
４
年
制
大
学
の
約
３
割
、
短
大
で
は
約

４
割
が
定
員
割
れ
を
起
こ
す
な
ど
、
教
育

分
野
で
は
既
に
影
響
が
出
て
き
て
い
る
。

ま
た
、
玩
具
市
場
も
出
生
率
の
低
下
に
伴

い
縮
小
し
つ
つ
あ
り
、
ゲ
ー
ム
関
連
な
ど

子
ど
も
や
若
年
層
向
け
商
品
へ
の
需
要
減

少
が
予
想
さ
れ
る【
グ
ラ
フ
―　

】。
１０

（千世帯） （％） 

（年度） 

（年度） 

9.5

10.9
10.0

6.3

392
434

478 508
546

597

636
663 678

683 680 673

7.5

9.3

6.6

4.4

2.2

0.7

0.3
1.0

８００ 

 

７００ 

 

６００ 

 

５００ 

 

４００ 

 

３００ 

 

２００ 

１２．０ 

１０．０ 

８．０ 

６．０ 

４．０ 

２．０ 

０．０ 

    ２．０ 

世
帯
数
 

伸
び
率
 

※一般世帯総数。２００５年以降は推計値。５年間の伸び率  
資料：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計 
　　　（都道府県別推計）（２００５年８月推計）」 

※玩具市場の範囲は、原則、（社）日本玩具協会の会員企業と東京おもちゃショーに出展している企業 
　のオリジナル商品、自社ブランド商品が創出する市場。金額は実売価格（店頭実勢価格）によるもの 

資料：（社）日本玩具協会「玩具市場規模調査」、厚生労働省「人口動態統計」 

■　グラフ―9　世帯数と伸び率の推移（三重県） 

■　グラフ―10　玩具市場の市場規模と合計特殊出生率 
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合
計
特
殊
出
生
率
 

市
 
場
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 そこまで来た、人口減少時代
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外食費 

娯楽費 

旅行・レジャー費 

交際費 

マイカー購入費 

家具・家電・室内装飾費 

食費 

光熱・水道費 

子ども以外の衣料品費 

住宅リフォーム・増改築費 

生命保険・損害保険料 

携帯電話・インターネット等通信費 

教養費 

子どもの学校以外の教育費 

子ども用の衣料品費 

医療・健康維持費 

その他 

 1.25  0.21 

 1.09  0.13 

 1.02 0.27 

 0.47 0.20 

 0.34 0.11 

 0.31 0.11 

 0.29 1.46 

 0.23 0.38 

 0.21 0.07 

 0.20 0.11 

 0.17 0.34 

 0.14 0.15 

 0.01 0.45 

 0.00 0.44 

 0.00 0.09 

 0.00 1.02 

 0.01 0.00

■　グラフ―7　支出を減らす費目 ■　グラフ―8　支出を減らさない費目 

※それぞれ３位まで回答。１位回答を３点、２位を２点、３位を１点として
費目ごとに合計点を算出し、回答者数で除した値 
 

資料：百五経済研究所「少子化に対する企業の対応と経済に与える影響調査」 
（２００５年８月） 

 

58.9％ 24.4％ 

16.7％ 
負担増の分だけ 
支出を減らす 

負担増の分だけ 
貯蓄を減らして支出する 

負担増の分だけ 
支出と貯蓄の両方を 
半分ずつ減らす 

■　グラフ―6 

社会保険料の負担増加による家計支出の変化 

※年収が現在と変わらず、社会保険
料の自己負担額が毎年1万円ずつ
増えた場合の家計消費支出の変化 

※（n= ）の数値は設問に対する回答数 

資料：百五経済研究所「少子化に対
　　する企業の対応と経済に与え
　　 る影響調査」　（２００５年８月） 

n=430

る
影
響
調
査
」、
調
査
時
期：

　

年
７
月
中
旬
〜
８

０５

月
上
旬
、
調
査
対
象：

三
重
県
内
事
業
所
の
従
事

者
・
経
営
者
、
回
答
数：

４
４
４
件
）

　

年
収
が
変
わ
ら
な
い
と
仮
定
し
て
、
社

会
保
険
料
の
自
己
負
担
が
毎
年
１
万
円
ず

つ
増
え
て
い
く
と
し
た
場
合
、「
負
担
増
加

と
な
る
金
額
分
だ
け
支
出
を
減
ら
す
」
と

回
答
し
た
人
は　

・
９
％
を
占
め
、「
支
出

５８

と
貯
蓄
の
両
方
を
半
分
ず
つ
減
ら
す
」
と

し
た
人
は　

・
４
％
と
な
っ
た【
グ
ラ
フ
―
６
】。

２４

　

つ
ま
り
、
負
担
増
と
な
る
金
額
の
約
７

割（　
・
９
％
＋　

・
４
％
／
２
）の
割
合
で
消

５８

２４

費
が
抑
制
さ
れ
る
計
算
に
な
る
。
平
均
的

な
サ
ラ
リ
ー
マ
ン
で
は
、
２
０
１
７
年
に

は
年
間
約　

万
円
の
負
担
増
と
な
る
こ
と

１３

■■■■■■■■■■■22222222222
 

  
需
要
へ
の
影
響 

　
　

　
　
社
会
保
障
費
の
負
担
増
で

●11111111111
 　
　
消
費
が
抑
制
さ
れ
る

　

少
子
化
は
年
金
制
度
な
ど
社
会
保
障
シ

ス
テ
ム
に
も
影
響
を
与
え
て
い
る
。
２
０

０
４
年
度
の
年
金
制
度
改
革
に
お
い
て
、

厚
生
年
金
の
将
来
の
保
険
料
負
担
率
が

　

・　

%（
労
使
折
半
）と
な
り
、
２
０
０
４

１８

３０

年
現
在
の　

・　

％
か
ら
２
０
１
７
年
度

１３

５８

ま
で
段
階
的
に
引
き
上
げ
ら
れ
る
こ
と
が

決
ま
っ
た
。
も
し
年
収
が
変
わ
ら
な
い
と

す
る
と
、
年
収
５
６
０
万
円
の
平
均
的
な

サ
ラ
リ
ー
マ
ン
の
場
合
、
毎
年
約
１
万
円

ず
つ
自
己
負
担
が
増

え
て
２
０
１
７
年
度

に
は
現
在
よ
り
も
約

　

万
円
の
負
担
増
と

１３な
る
。

　

当
社
で
は
、
社
会

保
障
費
の
家
計
負
担

増
が
、
個
人
の
消
費

行
動
に
ど
の
よ
う
な

影
響
を
与
え
る
か
に

つ
い
て
、
ア
ン
ケ
ー

ト
調
査
を
行
っ
た
。

（「
少
子
化
に
対
す
る
企

業
の
対
応
と
経
済
に
与
え



5555 HRI REPORT 200REPORT 20055 -- 1111

か
ら
、
約
９
万
円
分
の
消
費
が
減
少
す
る

こ
と
に
な
る
。
仮
に
三
重
県
の
雇
用
者　
７２

万
６
千
人（
２
０
０
０
年
国
勢
調
査
）が
同
様
に

支
出
を
抑
え
る
と
す
る
と
、
消
費
は
年
間

約
６
５
３
億
円
減
少
、
全
国
（
雇
用
者
４
、８

７
６
万
人
）
だ
と
年
間　

兆
円
近
く
減
少
す

４.５

る
こ
と
に
な
る
。

　

当
社
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
で
は
、
支
出
を

抑
え
る
費
目
の
１
位
は
外
食
費
と
な
っ
た

【
グ
ラ
フ
―
７
】。
次
い
で
娯
楽
費
、
旅
行
・

レ
ジ
ャ
ー
費
、交
際
費
、
マ
イ
カ
ー
購
入

費
と
続
い
て
い
る
。
一
方
、
支
出
を
減
ら

さ
な
い
費
目
と
し
て
、食
費
、医
療
・
健
康

維
持
費
、
教
養
費
が
上
位
と
な
っ
た
【
グ

ラ
フ
―
８
】。

　

●22222222222
 
　
産
業
へ
の
影
響 

　

人
口
の
減
少
は
、
食
品
、
衣
料
、
住
宅
、

教
育
、
ア
ミ
ュ
ー
ズ
メ
ン
ト
・
レ
ジ
ャ
ー

関
連
な
ど
を
中
心
に
、
国
内
需
要
を
縮
小

さ
せ
、
多
く
の
産
業
に
大
き
な
影
響
を
与

え
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
。

　

例
え
ば
住
宅
関
連
は
、
地
域
性
が
強
い

産
業
で
あ
り
、
人
口
減
少
の
影
響
を
受
け

や
す
い
産
業
の
ひ
と
つ
と
い
え
る
。
住
宅

の
需
要
量
は
世
帯
数
と
世
帯
構
成
の
変
化

に
大
き
く
左
右
さ
れ
る
。
世
帯
数
は
、
人

口
が
減
少
に
転
じ
て
も
し
ば
ら
く
は
単
身

世
帯
の
増
加
な
ど
に
よ
り
、
増
加
を
続
け

る
。
三
重
県
で
も
２
０
１
５
年
頃
ま
で
増

加
す
る
が
、
そ
の
後
は
減
少
に
転
じ
る
見

込
み
で
あ
る【
グ
ラ
フ
―
９
】。
世
帯
数
の
減

少
に
伴
い
、
将
来
的
に
は
住
宅
需
要
の
減

少
が
予
想
さ
れ
る
。
住
宅
建
築
で
は
幅
広

い
産
業
か
ら
資
材
が
投
入
さ
れ
る
こ
と
か

ら
、
他
産
業
へ
の
波
及
効
果
は
非
常
に
大

き
く
、
そ
の
動
向
は
国
内
の
生
産
活
動
等

に
大
き
な
影
響
を
与
え
る
。
ま
た
そ
れ
は
、

世
帯
単
位
で
使
用
す
る
耐
久
消
費
財
等
の

需
要
減
少
に
も
つ
な
が
っ
て
い
く
こ
と
に

な
る
。

　

ま
た
子
ど
も
数
の
減
少
に
よ
り
、
私
立

の
４
年
制
大
学
の
約
３
割
、
短
大
で
は
約

４
割
が
定
員
割
れ
を
起
こ
す
な
ど
、
教
育

分
野
で
は
既
に
影
響
が
出
て
き
て
い
る
。

ま
た
、
玩
具
市
場
も
出
生
率
の
低
下
に
伴

い
縮
小
し
つ
つ
あ
り
、
ゲ
ー
ム
関
連
な
ど

子
ど
も
や
若
年
層
向
け
商
品
へ
の
需
要
減

少
が
予
想
さ
れ
る【
グ
ラ
フ
―　

】。
１０

（千世帯） （％） 

（年度） 

（年度） 

9.5

10.9
10.0

6.3

392
434

478 508
546

597

636
663 678

683 680 673

7.5

9.3

6.6

4.4

2.2

0.7

0.3
1.0

８００ 

 

７００ 

 

６００ 

 

５００ 

 

４００ 

 

３００ 

 

２００ 

１２．０ 

１０．０ 

８．０ 

６．０ 

４．０ 

２．０ 

０．０ 

    ２．０ 

世
帯
数
 

伸
び
率
 

※一般世帯総数。２００５年以降は推計値。５年間の伸び率  
資料：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計 
　　　（都道府県別推計）（２００５年８月推計）」 

※玩具市場の範囲は、原則、（社）日本玩具協会の会員企業と東京おもちゃショーに出展している企業 
　のオリジナル商品、自社ブランド商品が創出する市場。金額は実売価格（店頭実勢価格）によるもの 

資料：（社）日本玩具協会「玩具市場規模調査」、厚生労働省「人口動態統計」 

■　グラフ―9　世帯数と伸び率の推移（三重県） 

■　グラフ―10　玩具市場の市場規模と合計特殊出生率 

1970

1999 2000 2001 200420032002

1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025

8,926
9,718

8,852
8,035 8,028 7,954

1.34 1.33

1.36

1.32

1.29 1.29

12,000 

10,000 

8,000 

6,000 

4,000 

2,000 

0

1.36 

1.31 

1.26 

1.21 

1.16 

1.11 

1.06

市　場　規　模 
合計特殊出生率 

世帯数 
伸び率 

（億円） 

合
計
特
殊
出
生
率
 

市
 
場
 
規
 
模
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外食費 

娯楽費 

旅行・レジャー費 

交際費 

マイカー購入費 

家具・家電・室内装飾費 

食費 

光熱・水道費 

子ども以外の衣料品費 

住宅リフォーム・増改築費 

生命保険・損害保険料 

携帯電話・インターネット等通信費 

教養費 

子どもの学校以外の教育費 

子ども用の衣料品費 

医療・健康維持費 

その他 

 1.25  0.21 

 1.09  0.13 

 1.02 0.27 

 0.47 0.20 

 0.34 0.11 

 0.31 0.11 

 0.29 1.46 

 0.23 0.38 

 0.21 0.07 

 0.20 0.11 

 0.17 0.34 

 0.14 0.15 

 0.01 0.45 

 0.00 0.44 

 0.00 0.09 

 0.00 1.02 

 0.01 0.00

■　グラフ―7　支出を減らす費目 ■　グラフ―8　支出を減らさない費目 

※それぞれ３位まで回答。１位回答を３点、２位を２点、３位を１点として
費目ごとに合計点を算出し、回答者数で除した値 
 

資料：百五経済研究所「少子化に対する企業の対応と経済に与える影響調査」 
（２００５年８月） 

 

58.9％ 24.4％ 

16.7％ 
負担増の分だけ 
支出を減らす 

負担増の分だけ 
貯蓄を減らして支出する 

負担増の分だけ 
支出と貯蓄の両方を 
半分ずつ減らす 

■　グラフ―6 

社会保険料の負担増加による家計支出の変化 

※年収が現在と変わらず、社会保険
料の自己負担額が毎年1万円ずつ
増えた場合の家計消費支出の変化 

※（n= ）の数値は設問に対する回答数 

資料：百五経済研究所「少子化に対
　　する企業の対応と経済に与え
　　 る影響調査」　（２００５年８月） 

n=430

る
影
響
調
査
」、
調
査
時
期：

　

年
７
月
中
旬
〜
８

０５

月
上
旬
、
調
査
対
象：

三
重
県
内
事
業
所
の
従
事

者
・
経
営
者
、
回
答
数：

４
４
４
件
）

　

年
収
が
変
わ
ら
な
い
と
仮
定
し
て
、
社

会
保
険
料
の
自
己
負
担
が
毎
年
１
万
円
ず

つ
増
え
て
い
く
と
し
た
場
合
、「
負
担
増
加

と
な
る
金
額
分
だ
け
支
出
を
減
ら
す
」
と

回
答
し
た
人
は　

・
９
％
を
占
め
、「
支
出

５８

と
貯
蓄
の
両
方
を
半
分
ず
つ
減
ら
す
」
と

し
た
人
は　

・
４
％
と
な
っ
た【
グ
ラ
フ
―
６
】。

２４

　

つ
ま
り
、
負
担
増
と
な
る
金
額
の
約
７

割（　
・
９
％
＋　

・
４
％
／
２
）の
割
合
で
消

５８

２４

費
が
抑
制
さ
れ
る
計
算
に
な
る
。
平
均
的

な
サ
ラ
リ
ー
マ
ン
で
は
、
２
０
１
７
年
に

は
年
間
約　

万
円
の
負
担
増
と
な
る
こ
と

１３

■■■■■■■■■■■22222222222
 

  
需
要
へ
の
影
響 

　
　

　
　
社
会
保
障
費
の
負
担
増
で

●11111111111
 　
　
消
費
が
抑
制
さ
れ
る

　

少
子
化
は
年
金
制
度
な
ど
社
会
保
障
シ

ス
テ
ム
に
も
影
響
を
与
え
て
い
る
。
２
０

０
４
年
度
の
年
金
制
度
改
革
に
お
い
て
、

厚
生
年
金
の
将
来
の
保
険
料
負
担
率
が

　

・　

%（
労
使
折
半
）と
な
り
、
２
０
０
４

１８

３０

年
現
在
の　

・　

％
か
ら
２
０
１
７
年
度

１３

５８

ま
で
段
階
的
に
引
き
上
げ
ら
れ
る
こ
と
が

決
ま
っ
た
。
も
し
年
収
が
変
わ
ら
な
い
と

す
る
と
、
年
収
５
６
０
万
円
の
平
均
的
な

サ
ラ
リ
ー
マ
ン
の
場
合
、
毎
年
約
１
万
円

ず
つ
自
己
負
担
が
増

え
て
２
０
１
７
年
度

に
は
現
在
よ
り
も
約

　

万
円
の
負
担
増
と

１３な
る
。

　

当
社
で
は
、
社
会

保
障
費
の
家
計
負
担

増
が
、
個
人
の
消
費

行
動
に
ど
の
よ
う
な

影
響
を
与
え
る
か
に

つ
い
て
、
ア
ン
ケ
ー

ト
調
査
を
行
っ
た
。

（「
少
子
化
に
対
す
る
企

業
の
対
応
と
経
済
に
与
え
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少
子
化
対
策
推
進
基
本
方
針  （
平
成
　
年
　
月
） 

１１ 

１２ 

新
エ
ン
ゼ
ル
プ
ラ
ン  （
平
成
　
年
　
月
） 

１１ 

１２ 

少
子
化
対
策
プ
ラ
ス
ワ
ン  （
平
成
　
年
９
月
） 

１４ 

企業は何をするのか 

 

 

男性を含めた
働き方の見直し

地域における
子育て支援

社会保障における
次世代支援

子どもの社会性の
向上や自立の促進

仕事と子育ての
両立支援

〈待機児童ゼロ作戦〉

仕事と子育ての両立の負担感や子育ての負担感を緩和・除去し、安心して子育てができるような
様々な環境整備を進め、家庭や子育てに夢や希望を持つことができる社会にする。

少子化対策に関する 
政策の目指すところ 
 

〈次世代育成支援に関する当面の取組方針〉
（平成１５年３月１４日　少子化対策推進関係閣僚会議決定） 

 
　   

◆「夫婦の出生力の低下」という新たな現象と急速な少子化の進行を踏まえ、
少子化の流れを変えるため、従来の取組に加え、もう一段の対策を推進する。   

 

◆ このため、政府として「次世代育成支援に関する当面の取組方針」を策定。 

◆ 政府・地方公共団体・企業等が一体となって、国の基本政策として次世代育
成支援を進め、家庭や地域社会における「子育て機能の再生」を実現。 

◆ 従来から掲げてきた「仕事と子育ての両立支援」に加え、　　の４つの柱に
沿って総合的に取り組む。 

 
　 

　次の世代を担う子どもたちが健やかに生まれ育つ環境をつくるために、
国、地方公共団体、事業主、国民が担う責務を明らかにし１０年間かけて集
中的かつ計画的に取り組んでいくためにつくられた。 
　企業等と地方公共団体は、国の指針に沿って次世代育成支援のための行
動計画を策定し、平成１７年４月１日以降、速やかに行動計画を届け出た上
で、それに基づく取組を進めることが定められた。 

 

企業は何をするのか 
　事業主は、多様な労働条件や、従業員の仕事と家庭の両立のため雇用環境
を整備し、次世代育成支援対策を実施する。

（平成１５年７月９日に成立、同年７月１６日公布） 

少子化対策に関する政策、次世代育成支援対策推進法について 

目的・基本的な考え方 目的・基本的な考え方 
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※厚生労働省HP「次世代育成支援対策（全般）」をもとに当社作成 

※対象は子どもがいる有業者女性 

資料：（財）２１世紀職業財団「キャリア形成と仕事と家庭の両立に関する 
　　　意識調査」（２００２年４月） 
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■　グラフ―13　子育て中の仕事の悩み 
【複数回答】 

の
遅
れ（
晩
産
化
）や
、
夫
婦
が
持
つ
平
均
的

な
子
ど
も
の
数
の
減
少（
夫
婦
出
生
力
の
低
下
）

な
ど
が
あ
げ
ら
れ
る
。

　

そ
の
背
景
に
は
、
働
き
方
や
男
女
・
家

族
の
位
置
づ
け
、
価
値
観
の
多
様
化
な
ど

が
考
え
ら
れ
る
が
、夫
婦
が
出
産
を
望
ん
で

い
る
の
に
、
産
み
育
て
に
く
い
社
会
的
制
約

が
あ
る
と
す
れ
ば
取
り
除
く
必
要
が
あ
る
。

　

例
え
ば
現
在
の
雇
用
・
労
働
環
境
で
は
、

仕
事
と
子
育
て
を
両
立
さ
せ
る
の
に
多
く

の
困
難
を
伴
っ
て
い
る
こ
と
が【
グ
ラ
フ
―

　

】か
ら
も
う
か
が
え
る
。

１３
　

近
年
、
国
や
地
方
公
共
団
体
は
、
子
育

て
支
援
対
策
に
積
極
的
に
力
を
入
れ
て
い
る
。

国
は
、２
０
０
３
年
７
月
に
次
世
代
育
成

支
援
対
策
推
進
法
と
少
子
化
社
会
対
策
基

本
法
を
成
立
さ
せ
、
仕
事
と
子
育
て
が
両

立
し
や
す
い
よ
う
雇
用
環
境
を
整
備
し
、

固
定
的
な
性
別
役
割
分
業
や
職
場
優
先
の

風
土
を
是
正
す
る
こ
と
な
ど
を
求
め
て
い
る
。

　

こ
う
し
た
動
き
を
受
け
て
、
企
業
は
い

よ
い
よ
子
育
て
を
支
援
す
る
体
制
・
環
境

づ
く
り
に
迫
ら
れ
て
い
る
。
次
世
代
育
成

支
援
対
策
推
進
法
に
基
づ
き
、
今
年
４
月

か
ら
従
業
員
３
０
０
人
超
の
企
業
に
は
、

「
行
動
計
画
」
の
労
働
局
へ
の
提
出
が
義

務
付
け
ら
れ
た
。
ま
た
３
０
０
人
以
下
の

企
業
に
は
努
力
義
務
が
課
せ
ら
れ
た
。

 そこまで来た、人口減少時代
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■　グラフ―11 
　　　世帯主が25～34歳の世帯で支出比率の高い費目 

■　グラフ―12 
　　　　世帯主が65歳以上の世帯で支出比率の高い費目 

 設備修繕･維持 1.97 

 健康保持用摂取品 1.77 

 和服 1.68 

 果物 1.59 

 教養娯楽 1.54 

 医薬品 1.51  

 交際費 1.50 

 パック旅行費 1.49 

 乾物・海藻 1.45 

 他の穀類 1.44 

 室内装備・装飾品 1.42 

 保健医療サービス 1.42 

 魚介類 1.41 

 理美容サービス 1.38 

 家事サービス 1.38 

 男子用下着類 1.34 

 米 1.33 

 生鮮野菜 1.32 

 生地・糸類 1.31 

 茶類 1.30

 家賃地代 3.33 

 子ども用洋服 3.20 

 一般家具 1.80 

 保健医療用品･器具 1.69 

 たばこ 1.48 

 自動車等関係費 1.41 

 乳製品 1.38 

 通信 1.33 

 一般外食 1.29 

 室内装備・装飾品 1.27 

 教養娯楽用耐久財 1.19 

 履物類 1.16 

 冷暖房用器具 1.15 

 他の教養娯楽サービス 1.15 

 ガス代 1.10

０.０ 

全世帯平均 

０.５ １.０ １.５ ２.０ ２.５ ３.５ 

０.０ ０.５ １.０ １.５ ２.０ ２.５ ３.５ ３.０ 

３.０ 

全世帯平均 

※年齢世帯別の消費支出総額に占める各費目の支出額の構成比を、全年齢平均の構成比 
　で除した値。全年齢世帯平均と同じ構成比なら１.００となる。 
資料：総務省「平成１６年家計調査」より当社作成 
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や
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で
あ
る
が
、
需

要
全
体
を
維
持
し
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け
る
か
ど
う
か
は
、

増
加
す
る
高
齢
者
の
需
要
が
ど
の
程
度
取

り
込
め
る
か
に
よ
っ
て
も
左
右
さ
れ
る
こ

と
に
な
る
。
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・
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パ
ッ
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行
な
ど
が
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（
世
代
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消
費
傾
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か
ら
分
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）

　

若
者
と
高
齢
者
で
は
、
消
費
に
ど
の
よ

か
、
高
齢
者
向
け
の
需
要
を
掘
り
起
こ
さ

な
い
限
り
市
場
の
縮
小
が
懸
念
さ
れ
る
。
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、
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あ
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介
類
、
米
、
野
菜
、
茶
な
ど
、
食

材
へ
の
支
出
割
合
が
高
い
。
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に
求
め
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れ
る
子
育
て
支
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少
子
化
の
要
因
と
し
て
、
親
と
な
る
べ

き
世
代
の
減
少
と
、
晩
婚
化
に
よ
る
出
産
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企業は何をするのか 

 

 

男性を含めた
働き方の見直し

地域における
子育て支援

社会保障における
次世代支援

子どもの社会性の
向上や自立の促進

仕事と子育ての
両立支援

〈待機児童ゼロ作戦〉

仕事と子育ての両立の負担感や子育ての負担感を緩和・除去し、安心して子育てができるような
様々な環境整備を進め、家庭や子育てに夢や希望を持つことができる社会にする。

少子化対策に関する 
政策の目指すところ 
 

〈次世代育成支援に関する当面の取組方針〉
（平成１５年３月１４日　少子化対策推進関係閣僚会議決定） 

 
　   

◆「夫婦の出生力の低下」という新たな現象と急速な少子化の進行を踏まえ、
少子化の流れを変えるため、従来の取組に加え、もう一段の対策を推進する。   

 

◆ このため、政府として「次世代育成支援に関する当面の取組方針」を策定。 

◆ 政府・地方公共団体・企業等が一体となって、国の基本政策として次世代育
成支援を進め、家庭や地域社会における「子育て機能の再生」を実現。 

◆ 従来から掲げてきた「仕事と子育ての両立支援」に加え、　　の４つの柱に
沿って総合的に取り組む。 

 
　 

　次の世代を担う子どもたちが健やかに生まれ育つ環境をつくるために、
国、地方公共団体、事業主、国民が担う責務を明らかにし１０年間かけて集
中的かつ計画的に取り組んでいくためにつくられた。 
　企業等と地方公共団体は、国の指針に沿って次世代育成支援のための行
動計画を策定し、平成１７年４月１日以降、速やかに行動計画を届け出た上
で、それに基づく取組を進めることが定められた。 

 

企業は何をするのか 
　事業主は、多様な労働条件や、従業員の仕事と家庭の両立のため雇用環境
を整備し、次世代育成支援対策を実施する。

（平成１５年７月９日に成立、同年７月１６日公布） 

少子化対策に関する政策、次世代育成支援対策推進法について 

目的・基本的な考え方 目的・基本的な考え方 
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※厚生労働省HP「次世代育成支援対策（全般）」をもとに当社作成 

※対象は子どもがいる有業者女性 

資料：（財）２１世紀職業財団「キャリア形成と仕事と家庭の両立に関する 
　　　意識調査」（２００２年４月） 
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 そこまで来た、人口減少時代

5656HRI REPORT 200REPORT 20055 -- 1111

■　グラフ―11 
　　　世帯主が25～34歳の世帯で支出比率の高い費目 

■　グラフ―12 
　　　　世帯主が65歳以上の世帯で支出比率の高い費目 

 設備修繕･維持 1.97 

 健康保持用摂取品 1.77 

 和服 1.68 

 果物 1.59 

 教養娯楽 1.54 

 医薬品 1.51  

 交際費 1.50 

 パック旅行費 1.49 

 乾物・海藻 1.45 

 他の穀類 1.44 

 室内装備・装飾品 1.42 

 保健医療サービス 1.42 

 魚介類 1.41 

 理美容サービス 1.38 

 家事サービス 1.38 

 男子用下着類 1.34 

 米 1.33 

 生鮮野菜 1.32 

 生地・糸類 1.31 

 茶類 1.30

 家賃地代 3.33 

 子ども用洋服 3.20 

 一般家具 1.80 

 保健医療用品･器具 1.69 

 たばこ 1.48 

 自動車等関係費 1.41 

 乳製品 1.38 

 通信 1.33 

 一般外食 1.29 

 室内装備・装飾品 1.27 

 教養娯楽用耐久財 1.19 

 履物類 1.16 

 冷暖房用器具 1.15 

 他の教養娯楽サービス 1.15 

 ガス代 1.10
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全世帯平均 

０.５ １.０ １.５ ２.０ ２.５ ３.５ 
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３.０ 

全世帯平均 

※年齢世帯別の消費支出総額に占める各費目の支出額の構成比を、全年齢平均の構成比 
　で除した値。全年齢世帯平均と同じ構成比なら１.００となる。 
資料：総務省「平成１６年家計調査」より当社作成 
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消
費
傾
向
か
ら
分
析
）

　

若
者
と
高
齢
者
で
は
、
消
費
に
ど
の
よ

か
、
高
齢
者
向
け
の
需
要
を
掘
り
起
こ
さ

な
い
限
り
市
場
の
縮
小
が
懸
念
さ
れ
る
。

　

一
方
、　

歳
以
上
の
世
帯
で
は
、
住
宅

６５

リ
フ
ォ
ー
ム
な
ど
の
設
備
修
繕
・
維
持
費
、

栄
養
補
助
剤
な
ど
の
健
康
保
持
用
摂
取
品
、

医
薬
品
、
保
健
医
療
サ
ー
ビ
ス
、
家
事

サ
ー
ビ
ス
、
ま
た
パ
ッ
ク
旅
行
へ
の
支
出

が
多
い
こ
と
が
特
徴
で
あ
る
。
飲
食
関
連

で
は
、
若
年
世
帯
で
は
外
食
の
割
合
が
高

い
が
、
高
齢
世
帯
で
は
果
物
や
乾
物
・
海

う
な
違
い
が
あ
る
の
だ
ろ
う
か
。【
グ
ラ
フ

―　

、　

】は
、　

〜　

歳
と　

歳
以
上
の

１１

１２

２５

３４

６５

世
帯
に
お
い
て
支
出
の
割
合
が
高
い
費
目

を
比
較
し
た
も
の
で
あ
る
（
当
社
作
成
）。

　
　

〜　

歳
の
世
帯
で
は
、
家
賃
地
代
、

２５

３４

子
ど
も
服
の
ほ
か
、
家
具
や
自
動
車
関
連
、

教
養
娯
楽
用
耐
久
財
（
テ
レ
ビ
、
ビ
デ
オ
カ
メ

ラ
、
パ
ソ
コ
ン
等
）
な
ど
の
比
率
が
高
い
。
耐

久
消
費
財
は
一
般
に
高
齢
世
帯
で
は
支
出

割
合
が
低
い
こ
と
か
ら
、
少
子
化
す
る
な

藻
、
魚
介
類
、
米
、
野
菜
、
茶
な
ど
、
食

材
へ
の
支
出
割
合
が
高
い
。

Ⅳ　
少
子
化
へ
の
対
策

■■■■■■■■■■■11111111111
 

  　
企
業
に
求
め
ら
れ
る
子
育
て
支
援 

　

少
子
化
の
要
因
と
し
て
、
親
と
な
る
べ

き
世
代
の
減
少
と
、
晩
婚
化
に
よ
る
出
産
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■■■■■■■■■■■22222222222
 

　  
県
内
企
業
の
現
状 

　

労
働
人
口
の
減
少
に
伴
っ
て
人
材
確
保

が
難
し
く
な
る
な
か
、
優
秀
な
若
者
か
ら

「
選
ば
れ
る
」
企
業
に
な
る
た
め
に
は
、

働
き
や
す
い
労
働
環
境
を
整
え
る
こ
と
が

不
可
欠
に
な
っ
て
い
る
。
ま
た
人
口
の
減

少
に
よ
っ
て
、
事
業
の
縮
小
や
転
換
を
迫

ら
れ
る
可
能
性
も
あ
り
、
企
業
に
と
っ
て

も
子
育
て
支
援
は
重
要
な
テ
ー
マ
と
捉
え

る
必
要
が
あ
る
。

　

当
社
で
は
、
三
重
県
内
の
企
業
を
対
象

※（n=）の数値は設問に対する回答数 

策定中で提出 
予定あり 
　　　3.2%

提出した 

1.8%

　40.7％ 
n＝339

n＝50

従業者数300人超の事業所 

従業者数300人以下の事業所 

■　グラフ―14 
　　次世代育成支援対策推進法に基づく 
　　　　　　　　　　　「行動計画」の提出状況 

■　グラフ―15

54.3%

そのようなもの 
があることを 
知らなかった  
 

そのようなものがある 
ことを知らなかった 

　　　6.0％  
 

提出予定は 
ない 
 
 

提出予定は 
ない 
 
 

策定中で 
提出予定あり 

提出した 
8.0%

24.0% 62.0%

n＝420

n＝233

規定して 
いない 

32.9％ 

90％以上 
（26.2％） 

10％未満 
（56.2％） 

67.1％ 

70～89％ 

50～69％ 

30～49％ 
10～29％ 

取得率 

■　グラフ―16　育児休業制度を規定しているか 

取得率：出産した女性労働者（妊娠・
出産退職者を含む）のうち育
児休業を取得した人の割合 

規定して 
いる 
 

資料：百五経済研究所「少子化に対する企業の

対応と経済に与える影響調査」（２００５年８月）

に
、
少
子
化
に
対
す
る
意
識
、
現
在
の
取

り
組
み
状
況
に
つ
い
て
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査

を
実
施
し
た
。

次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
に

基
づ
く「
行
動
計
画
」の
提
出
に
つ
い
て

　●
 

提
出
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
る
従
業
者

３
０
０
人
超
の
回
答
企
業　

社
に
つ
い
て

５０

は
、　

％
が「
提
出
済
み
」で
、「
提
出
予

６２
定
あ
り
」が　

％
で
あ
っ
た
【
グ
ラ
フ
―　

】。

２４

１４

　●
 

３
０
０
人
以
下
の
企
業
に
つ
い
て
は
、

「
提
出
済
み
」
が
わ
ず
か　

％
、「
予
定

１.８

あ
り
」
も　

％
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。

３.２

努
力
義
務
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
３
０
０

人
以
下
の
企
業
に
お
い
て
は
、
ま
だ
ま

だ
法
律
が
浸
透
し
て
い
な
い
こ
と
が

う
か
が
え
る
【
グ
ラ
フ
―　

】。
１５

 

子
育
て
支
援
策 

　●
 

育
児
休
業
制
度
を
導
入
し
て
い
る
企
業

は　

・
１
％
で
あ
る
。育
児
休
業
の
取
得

６７
率
は
、約
４
分
の
１
の
企
業
で　

％
以

９０

上
と
な
っ
て
い
る
が
、
半
数
を
超
え
る
企
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少子かが事業に与える影響 

マイナスの影響を 
想定している 

 

48.3%
n＝418

プラスの影響を 
想定している 
　  

■　グラフ―18 
　　少子化が事業に与える影響 

49.0%

わからない 

2.6%

短時間勤務時間や時間外労働 
の制限等、子育ての時間を確 
保するための措置　 

妊娠中・出産後における配慮 

「子が１歳に達するまで」よりも 
長期利用可能な育児休業制度 

配偶者出産休暇制度 

子どもの急な病気や怪我のた 
めの看護休暇制度 

育児休業を取得しやすく 
職場復帰しやすい雰囲気づくり 

同一の子について複数回利用 
できる育児休業制度 

育児休業中の職場の情報を 
提供する 

育児休業の終了前または終了 
後に教育訓練を行う 

育児等のために退職した者を 
優先的に再雇用する制度 

子育てサービスの費用の援助 

事業所内託児施設の設置 

２０ ０ ４０ ６０ ８０ １００ １２０ （社） 

【複数回答】 

 112 
  48（30.0％） 

  

 97 
  9（8.5％） 

  

 92 
  84（47.7％） 

 

  91 
  34（27.2％） 

 

  89 
 24（21.2％） 

 

  70   
 70（50.0％） 

 

  64 
  9（12.3％） 

 

  53 
  27（33.8％） 

 

  37 
  11（22.9％） 

 

  30 
  26（46.4％） 

 

  17 
  7（29.2％） 

 

  9 
  1（10.0％） 

■　グラフ―17　導入している子育て支援策（活用の有無別） 

社内導入済みだが実際は 
活用されていない 

（n＝211） 
 

積極的に活用されている 

（n＝128） 

※（　）内の％は各項目に占める「積極的に活用している」企業の割合

※（n =）の数値は設問に対する回答数
資料：百五経済研究所「少子化に対する企業の対応と経済に与える影響調査」（２００５年８月）

業
の
中
で
、
対
応
や
戦
略
を
検
討
し
て

い
る
企
業
は
わ
ず
か
で
あ
る
。
全
体

で
も
「
現
段
階
で
は
と
く
に
具
体
的
な

対
応
は
考
え
て
い
な
い
」
が　

・
３
％
に

７９

も
の
ぼ
っ
た
。

　

次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
は
、
人

口
減
少
時
代
の
中
で
、
経
営
基
盤
を
強
化

し
、
事
業
を
継
続
し
て
い
く
た
め
に
不
可

欠
な
ス
キ
ー
ム
と
捉
え
る
必
要
が
あ
る
。

　

ま
た
、
企
業
に
求
め
ら
れ
て
い
る
子
育

て
支
援
策
は
、
男
性
の
育
児
参
加
も
前
提

に
し
た
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

【
グ
ラ
フ
―　

】
に
示
し
た
支
援
策
の
ほ
か
に
、

１７

「
ノ
ー
残
業
デ
ー
の
導
入
な
ど
残
業
時
間

の
削
減
」、「
失
効
年
次
有
給
休
暇
の
積
み

立
て
制
度
」、「
ワ
ー
ク
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
」、

「
フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
度
」
な
ど
も
、
家

庭
で
過
ご
す
時
間
を
確
保
す
る
と
い
う
意

味
で
導
入
し
て
い
る
企
業
も
み
ら
れ
る
。

業
で
は　

％
に
満
た
な
い
【
グ
ラ
フ
―　

】。

１０

１６

　●
 
【
グ
ラ
フ
―　

】
は
、
企
業
が
導
入
し
て
い

１７

る
子
育
て
支
援
策
に
つ
い
て
、
活
用
度

合
い
別
に
み
た
も
の
で
あ
る
。
実
際
に

は
あ
ま
り
使
わ
れ
て
い
な
い
ケ
ー
ス

が
多
い
。
最
も
活
用
度
合
い
の
低
い
制

度
は
、
男
性
の
育
休
制
度
「
配
偶
者
出

産
休
暇
制
度
」（　
%
）
で
あ
る
。
ま
た
、

８.５

「
同
一
の
子
に
つ
い
て
複
数
回
利
用
で

き
る
育
児
休
業
制
度
」（　
・
３
％
）、「
子

１２

ど
も
の
急
な
病
気
や
怪
我
の
た
め
の

看
護
休
暇
制
度
」（　
・
２
%
）
な
ど
も
活

２１

用
度
合
い
が
低
い
。

　●
 

ま
た
、「
育
児
休
業
の
終
了
前
・
終
了
後

に
教
育
訓
練
を
行
う
」
や
「
育
児
休
業

中
の
職
場
の
情
報
を
提
供
す
る
」
な
ど
、

職
場
復
帰
を
ス
ム
ー
ズ
に
す
る
た
め

の
実
質
的
な
支
援
策
を
導
入
し
て
い

る
企
業
は
少
な
い
。

 

事
業
へ
の
影
響
・
対
応 

　●
 

少
子
化
に
よ
る
事
業
活
動
へ
の
影
響
に

つ
い
て
、「
マ
イ
ナ
ス
の
影
響
を
想
定

し
て
い
る
」
企
業
は　

・
０
%
、
ま
た

４９

「
わ
か
ら
な
い
」
も　

・
３
%
を
占
め

４８

て
い
る
。
一
方
、「
プ
ラ
ス
の
影
響
を

想
定
し
て
い
る
」
は
わ
ず
か　

％
に
と

２.６

ど
ま
っ
た
【
グ
ラ
フ
―　

】。
１８

　●
 

マ
イ
ナ
ス
の
影
響
を
想
定
し
て
い
る
企

 そこまで来た、人口減少時代
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■■■■■■■■■■■22222222222
 

　  
県
内
企
業
の
現
状 

　

労
働
人
口
の
減
少
に
伴
っ
て
人
材
確
保

が
難
し
く
な
る
な
か
、
優
秀
な
若
者
か
ら

「
選
ば
れ
る
」
企
業
に
な
る
た
め
に
は
、

働
き
や
す
い
労
働
環
境
を
整
え
る
こ
と
が

不
可
欠
に
な
っ
て
い
る
。
ま
た
人
口
の
減

少
に
よ
っ
て
、
事
業
の
縮
小
や
転
換
を
迫

ら
れ
る
可
能
性
も
あ
り
、
企
業
に
と
っ
て

も
子
育
て
支
援
は
重
要
な
テ
ー
マ
と
捉
え

る
必
要
が
あ
る
。

　

当
社
で
は
、
三
重
県
内
の
企
業
を
対
象

※（n=）の数値は設問に対する回答数 

策定中で提出 
予定あり 
　　　3.2%

提出した 

1.8%

　40.7％ 
n＝339

n＝50

従業者数300人超の事業所 

従業者数300人以下の事業所 

■　グラフ―14 
　　次世代育成支援対策推進法に基づく 
　　　　　　　　　　　「行動計画」の提出状況 

■　グラフ―15

54.3%

そのようなもの 
があることを 
知らなかった  
 

そのようなものがある 
ことを知らなかった 

　　　6.0％  
 

提出予定は 
ない 
 
 

提出予定は 
ない 
 
 

策定中で 
提出予定あり 

提出した 
8.0%

24.0% 62.0%

n＝420

n＝233

規定して 
いない 

32.9％ 

90％以上 
（26.2％） 

10％未満 
（56.2％） 

67.1％ 

70～89％ 

50～69％ 

30～49％ 
10～29％ 

取得率 

■　グラフ―16　育児休業制度を規定しているか 

取得率：出産した女性労働者（妊娠・
出産退職者を含む）のうち育
児休業を取得した人の割合 

規定して 
いる 
 

資料：百五経済研究所「少子化に対する企業の

対応と経済に与える影響調査」（２００５年８月）

に
、
少
子
化
に
対
す
る
意
識
、
現
在
の
取

り
組
み
状
況
に
つ
い
て
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査

を
実
施
し
た
。

次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
に

基
づ
く「
行
動
計
画
」の
提
出
に
つ
い
て

　●
 

提
出
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
る
従
業
者

３
０
０
人
超
の
回
答
企
業　

社
に
つ
い
て

５０

は
、　

％
が「
提
出
済
み
」で
、「
提
出
予

６２
定
あ
り
」が　

％
で
あ
っ
た
【
グ
ラ
フ
―　

】。

２４

１４

　●
 

３
０
０
人
以
下
の
企
業
に
つ
い
て
は
、

「
提
出
済
み
」
が
わ
ず
か　

％
、「
予
定

１.８

あ
り
」
も　

％
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。

３.２

努
力
義
務
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
３
０
０

人
以
下
の
企
業
に
お
い
て
は
、
ま
だ
ま

だ
法
律
が
浸
透
し
て
い
な
い
こ
と
が

う
か
が
え
る
【
グ
ラ
フ
―　

】。
１５

 

子
育
て
支
援
策 

　●
 

育
児
休
業
制
度
を
導
入
し
て
い
る
企
業

は　

・
１
％
で
あ
る
。育
児
休
業
の
取
得

６７
率
は
、約
４
分
の
１
の
企
業
で　

％
以

９０

上
と
な
っ
て
い
る
が
、
半
数
を
超
え
る
企
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少子かが事業に与える影響 

マイナスの影響を 
想定している 

 

48.3%
n＝418

プラスの影響を 
想定している 
　  

■　グラフ―18 
　　少子化が事業に与える影響 

49.0%

わからない 

2.6%

短時間勤務時間や時間外労働 
の制限等、子育ての時間を確 
保するための措置　 

妊娠中・出産後における配慮 

「子が１歳に達するまで」よりも 
長期利用可能な育児休業制度 

配偶者出産休暇制度 

子どもの急な病気や怪我のた 
めの看護休暇制度 

育児休業を取得しやすく 
職場復帰しやすい雰囲気づくり 

同一の子について複数回利用 
できる育児休業制度 

育児休業中の職場の情報を 
提供する 

育児休業の終了前または終了 
後に教育訓練を行う 

育児等のために退職した者を 
優先的に再雇用する制度 

子育てサービスの費用の援助 

事業所内託児施設の設置 

２０ ０ ４０ ６０ ８０ １００ １２０ （社） 

【複数回答】 

 112 
  48（30.0％） 

  

 97 
  9（8.5％） 

  

 92 
  84（47.7％） 

 

  91 
  34（27.2％） 

 

  89 
 24（21.2％） 

 

  70   
 70（50.0％） 

 

  64 
  9（12.3％） 

 

  53 
  27（33.8％） 

 

  37 
  11（22.9％） 

 

  30 
  26（46.4％） 

 

  17 
  7（29.2％） 

 

  9 
  1（10.0％） 

■　グラフ―17　導入している子育て支援策（活用の有無別） 

社内導入済みだが実際は 
活用されていない 

（n＝211） 
 

積極的に活用されている 

（n＝128） 

※（　）内の％は各項目に占める「積極的に活用している」企業の割合

※（n =）の数値は設問に対する回答数
資料：百五経済研究所「少子化に対する企業の対応と経済に与える影響調査」（２００５年８月）

業
の
中
で
、
対
応
や
戦
略
を
検
討
し
て

い
る
企
業
は
わ
ず
か
で
あ
る
。
全
体

で
も
「
現
段
階
で
は
と
く
に
具
体
的
な

対
応
は
考
え
て
い
な
い
」
が　

・
３
％
に

７９

も
の
ぼ
っ
た
。

　

次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
は
、
人

口
減
少
時
代
の
中
で
、
経
営
基
盤
を
強
化

し
、
事
業
を
継
続
し
て
い
く
た
め
に
不
可

欠
な
ス
キ
ー
ム
と
捉
え
る
必
要
が
あ
る
。

　

ま
た
、
企
業
に
求
め
ら
れ
て
い
る
子
育

て
支
援
策
は
、
男
性
の
育
児
参
加
も
前
提

に
し
た
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

【
グ
ラ
フ
―　

】
に
示
し
た
支
援
策
の
ほ
か
に
、

１７

「
ノ
ー
残
業
デ
ー
の
導
入
な
ど
残
業
時
間

の
削
減
」、「
失
効
年
次
有
給
休
暇
の
積
み

立
て
制
度
」、「
ワ
ー
ク
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
」、

「
フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
度
」
な
ど
も
、
家

庭
で
過
ご
す
時
間
を
確
保
す
る
と
い
う
意

味
で
導
入
し
て
い
る
企
業
も
み
ら
れ
る
。

業
で
は　

％
に
満
た
な
い
【
グ
ラ
フ
―　

】。

１０

１６

　●
 
【
グ
ラ
フ
―　

】
は
、
企
業
が
導
入
し
て
い

１７

る
子
育
て
支
援
策
に
つ
い
て
、
活
用
度

合
い
別
に
み
た
も
の
で
あ
る
。
実
際
に

は
あ
ま
り
使
わ
れ
て
い
な
い
ケ
ー
ス

が
多
い
。
最
も
活
用
度
合
い
の
低
い
制

度
は
、
男
性
の
育
休
制
度
「
配
偶
者
出

産
休
暇
制
度
」（　
%
）
で
あ
る
。
ま
た
、

８.５

「
同
一
の
子
に
つ
い
て
複
数
回
利
用
で

き
る
育
児
休
業
制
度
」（　
・
３
％
）、「
子

１２

ど
も
の
急
な
病
気
や
怪
我
の
た
め
の

看
護
休
暇
制
度
」（　
・
２
%
）
な
ど
も
活

２１

用
度
合
い
が
低
い
。

　●
 

ま
た
、「
育
児
休
業
の
終
了
前
・
終
了
後

に
教
育
訓
練
を
行
う
」
や
「
育
児
休
業

中
の
職
場
の
情
報
を
提
供
す
る
」
な
ど
、

職
場
復
帰
を
ス
ム
ー
ズ
に
す
る
た
め

の
実
質
的
な
支
援
策
を
導
入
し
て
い

る
企
業
は
少
な
い
。

 

事
業
へ
の
影
響
・
対
応 

　●
 

少
子
化
に
よ
る
事
業
活
動
へ
の
影
響
に

つ
い
て
、「
マ
イ
ナ
ス
の
影
響
を
想
定

し
て
い
る
」
企
業
は　

・
０
%
、
ま
た

４９

「
わ
か
ら
な
い
」
も　

・
３
%
を
占
め

４８

て
い
る
。
一
方
、「
プ
ラ
ス
の
影
響
を

想
定
し
て
い
る
」
は
わ
ず
か　

％
に
と

２.６

ど
ま
っ
た
【
グ
ラ
フ
―　

】。
１８

　●
 

マ
イ
ナ
ス
の
影
響
を
想
定
し
て
い
る
企

 そこまで来た、人口減少時代
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０％ ２０％ ４０％ ６０％ ８０％ １００％ 

５,０００円未満 ５,０００円以上１０,０００円未満 １０,０００円以上３０,０００円未満 

３０,０００円以上５０,０００円未満 ５０,０００円以上７０,０００円未満 ７０,０００円以上１００,０００円未満 

１００,０００円以上 

現在  
（n＝254） 

定年・引退後の希望  
（n＝228） 

 8.3 8.7 42.1 21.7 13.0 1.2  5.1 

4.8 4.4 38.6 25.4 17.1 0.9 8.8

■　グラフ―19　趣味にかける金額（現在と定年・引退後） 

は
ゼ
ロ
で
あ
っ
た
【
グ
ラ
フ
―
７
】。
昨
今
、

小
学
生
な
ど
ロ
ー
テ
ィ
ー
ン
向
け
の
洋
服

ブ
ラ
ン
ド
が
新
し
い
市
場
を
確
立
し
話
題

に
な
り
売
上
を
伸
ば
し
て
い
る
が
、
一
世

帯
あ
た
り
の
子
ど
も
が
少
な
く
な
り
、
一

子
豪
華
主
義
的
な
傾
向
が
顕
著
に
な
っ
て

き
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
新
し
い
流
れ
に

対
応
し
た
商
品
や
サ
ー
ビ
ス
を
創
り
出
す

発
想
が
必
要
と
な
っ
て
い
る
。

　　
　
　
単
身
者
、
単
親
者
、
核
家
族
の

■■■■■■■■■■■22222222222
 　
　
　
増
加
等
に
よ
る
市
場

　

人
口
は
減
少
し
て
も
、
晩
婚
化
や
離
婚

率
の
上
昇
、
核
家
族
化
な
ど
の
進
展
に
よ

り
、
２
０
１
５
年
頃
ま
で
は
小
規
模
な
単

位
の
世
帯
が
増
え
、
総
世
帯
数
が
増
加
す

る
と
み
ら
れ
る
。
例
え
ば
、
未
婚
の
シ
ン

グ
ル
世
帯
や
シ
ン
グ
ル
マ
ザ
ー
・
フ
ァ
ー

ザ
ー
等
の
単
親
者
世
帯
、
高
齢
者
の
単
身

世
帯
な
ど
が
増
加
す
る
。
少
量
パ
ッ
ケ
ー

ジ
の
商
品
や
防
犯
関
連
、
家
事
・
育
児
援

助
な
ど
、
小
単
位
の
世
帯
を
対
象
に
し
た

市
場
で
の
需
要
拡
大
が
期
待
で
き
る
と
考

え
ら
れ
る
。

　

■■■■■■■■■■■33333333333
 

  　
長
寿
化
市
場 

　

高
齢
者
を
対
象
に
し
た
市
場
は
も
っ
と

も
拡
大
の
可
能
性
が
あ
る
。
医
療
・
介
護

関
連
や
家
事
な
ど
の
生
活
支
援
、
多
死
化

（
死
亡
者
数
の
増
加
）に
よ
る
葬
儀
サ
ー
ビ
ス
・

墓
地
な
ど
の
ほ
か
、
と
り
わ
け
注
目
す
べ

き
は
、「
元
気
な
高
齢
者
向
け
の
市
場
」
で

あ
る
。

　

世
帯
主
が　

歳
以
上
の
世
帯
に
お
け
る

６５

支
出
比
率
を
み
る
と
、
教
養
娯
楽
へ
の
支

出
比
率
が
他
の
年
齢
層
に
比
べ
て
非
常
に

高
い
【
グ
ラ
フ
―　

】。
１２

　

当
社
が
実
施
し
た
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
に

よ
る
と
、
回
答
者
４
０
９
人
中
現
在
趣
味

を
持
っ
て
い
る
人
は　

・
５
％
、
年
齢
別

６５

で
は
、　

歳
〜　

歳
未
満
が　

・
２
％
、

５５

６０

６８

　

〜　

歳
未
満
が　

・
９
％
、　

〜　

歳

６０

６５

７６

６５

７０

未
満
が　

・
２
％
と
な
り
、
全
体
平
均
の

６８

　

・
５
％
を
上
回
っ
て
い
る
。
ま
た
、「
引

６５退
後
も
趣
味
を
続
け
た
い
、
新
し
く
始
め

た
い
」
と
回
答
し
た
人
は
、　

歳
〜　

歳

５５

６０

未
満
の
人
で　

・
７
％
、　

〜　

歳
未
満

７４

６０

６５

で
は　

・
１
％
に
の
ぼ
っ
て
い
る
。

８１

　

ま
た【
グ
ラ
フ
―　

】の
よ
う
に
、
趣
味
に

１９

つ
ぎ
こ
む
金
額
は
、
定
年
・
引
退
後
に
増

や
し
た
い
と
い
う
人
が
多
い
。

　

現
状
、
ゴ
ル
フ
を
趣
味
に
し
て
い
る
人

が
も
っ
と
も
多
く
、
次
い
で
旅
行
が
多
い

と
い
う
結
果
に
な
っ
た
が
、
時
間
や
経
済

的
に
余
裕
が
あ
る
元
気
な
高
齢
者
層
を
刺

激
で
き
れ
ば
、
健
康
・
美
容
、
旅
行
、
趣

味
、
教
養
な
ど
多
様
な
分
野
で
新
た
な
市

場
を
創
り
出
せ
る
可
能
性
は
大
き
い
。

定
年
・
引
退
後
の
就
労
意
向
に
つ
い
て

　

定
年
・
引
退
後
の
就
労
意
向
に
つ
い
て
、

当
社
が
行
っ
た
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
に
よ
る

と
、　

〜　

歳
ま
で
の
間
「
会
社
・
団
体

６０

６４

な
ど
で
フ
ル
タ
イ
ム
で
働
く
」
と
す
る
人

は　

・
０
％
、「
非
常
勤
か
ア
ル
バ
イ
ト
、

５０
パ
ー
ト
タ
イ
マ
ー
と
し
て
働
く
」
が　

・
１４

０
％
と
な
り
、
何
ら
か
の
形
で
働
く
と
す

る
人
は　

％
に
の
ぼ
っ
て
い
る
。
さ
ら
に

６４

「
自
営
業
を
営
む
」、「
専
門
・
自
由
業
と

し
て
仕
事
を
す
る
」
も
合
わ
せ
る
と
８
割

を
占
め
て
い
る
。

　
　

〜　

歳
の
期
間
に
な
る
と
、「
フ
ル

６５

７０

タ
イ
ム
で
働
く
」
が　

％
へ
と
大
幅
に
低

７.７

下
し
、「
非
常
勤
、
ア
ル
バ
イ
ト
、
パ
ー
ト

タ
イ
マ
ー
と
し
て
働
く
」
が　

・
１
％
に

２６

上
昇
し
て
い
る
。「
自
営
業
」、「
専
門
・
自

由
業
」
を
合
わ
せ
る
と
、
こ
の
年
齢
層
に

お
い
て
も
約
５
割
の
人
に
働
く
意
向
が
あ

る
こ
と
が
わ
か
る【
グ
ラ
フ
―　

】。
２０

　

な
お
、
い
ず
れ
も
設
問
の
年
齢
期
間（　
６０

〜　

歳
の
間
、　

〜　

歳
の
間
）
に
近
い
年
齢
の

６４

６５

７０

回
答
者
ほ
ど
就
業
意
欲
が
高
く
な
っ
て
お

り
、
ま
だ
ま
だ
十
分
に
働
け
る
と
い
う
自

信
の
ほ
ど
が
う
か
が
え
る
。
高
年
齢
者
等

雇
用
安
定
法
に
よ
り
、
企
業
は
２
０
１
３

※（ｎ＝）の数値は設問に対する回答数

資料：百五経済研究所「少子化に対する企業の対応と経済に与える影響調査」（２００５年８月）
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活動紹介 活動紹介 住友電装株式会社 
 

 四日市市に本社のある住友電装株式会社は、自動車用ワイ
ヤーハーネスおよび同部品、オフィス機器用のワイヤーハー
ネス、各種ケーブルの製造を行っている。国内外に多くの生
産拠点を持ち、２００４年３月現在、ワイヤーハーネスの日本シ
ェアは４０％で第２位、世界シェアは１５.８％で第３位である。
　同社は半日有給休暇制度を他社に先駆けて導入するなど、
これまで仕事と家庭が両立できる職場づくりを積極的に推
進してきた。

「仕事と家庭が 
　両立できる職場づくり」 
 

　 女性の育児休業、スムーズな職場復帰のために
　出産をきっかけに退職する社員を除き、女性の育児休業の取得率はほぼ１００％である。ま
た、ほとんどの社員が１年間取得している。 
　同社は、育児休業者の穴埋めとして派遣社員を積極的に活用している。休業者が以前と
同じ職場の同じポストに戻れるようにポストを空けておく方針が背景にある。 
　また、休業者が不安なく職場復帰できるように、休業期間中は社内の情報を盛り込んだ「社
内報」を定期的に郵送している。さらに復帰前１～３か月前には、現況や復帰後の働き方など
の希望について話し合うプログラム（社内で職場懇談会と呼んでいる）を導入している。 
  
　 男性の育児休業取得を推進
　これまで男性社員については、育児休業取得の実績がない。しかし、２００５年度、（財）２１世
紀職業財団が行う男性の育児参加促進事業のモデル事業所に認定になったことから、男性
の取得に向けて積極的に取り組むことにしている。 
　人事部では特に所属長や管理職に対して、男性も気兼ねなく取得できる職場づくりを働き
かけていくことにしている。 
　また、男性社員を対象とした配偶者出産休暇制度は、２００６年４月に現在の１日間から出産
日を含めた５日間に拡大する計画である。 
  
　 フレックスタイム制も導入
　育児のための時間外労働の制限（法定は３才に達するまで）と、深夜業の制限（法定は小
学校就学前まで）の対象者を、それぞれ小学校卒業時まで拡大している。 
　また、全社員を対象にコアタイムが１０時３０分から１５時１５分のフレックスタイム制度を導入
している。子供を保育園に送ってから出社でき、女性だけでなく男性社員からも好評である。 
  
　 時間外労働削減への取り組み
　時間外労働の削減についても労使一体で取り組んでいる。残業と休日出勤は事前申請制
であるが、毎週、人事部は法定より厳しい社内基準を超えるケースをチェックしている。毎週、
チェックすることは負担だが、確実に時間外労働の歯止めになっている。結果として家庭で
すごす時間の確保にもつながっている。 
  
　 カフェテリアプランを導入
　２００５年４月に、各社員が与えられたポイントの範囲内で自由に福利厚生メニューを選択で
きるカフェテリアプラン制度を導入した。 
　選択できるメニューとして、住宅補助、自己啓発、健康診断や人間ドック、レジャー・宿泊費
の補助などに加え、託児所やベビーシッター利用料の補助もある。 
　そのほか、電話による無料の育児相談や育児用品の割引斡旋制度も導入した。 
  
　 子供の看護休暇制度を導入
　２００５年７月に次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画を三重労働局に提出したが、
この計画に、２００５年４月に法制化された子供の看護休暇制度も盛り込んでいる。法定は５日
間、対象者は小学校就学前までだが、同社の制度では６日間、小学校卒業時までに拡大した。 

 
　 介護も支援
　介護関係では、介護休業を法定の９３日間を１年間に延長し
ている。また、同社独自の制度としてリリーフポイント制度を
導入している。取得しなかった年次有給休暇を５０日まで積
み立てることができ、介護や自分の入院時に利用できる制度
である。 

少
子
化
の

Ⅴ 
影
響
を
プ
ラ
ス
に

転
換
す
る

　

人
の
嗜
好
や
需
要
の
変
化
を
予
測
す
る

こ
と
は
難
し
い
が
、
少
子
化
・
高
齢
化
に

よ
っ
て
需
要
の
拡
大
が
期
待
で
き
る
市
場

の
例
と
し
て
大
き
く
次
の
３
つ
を
あ
げ
る
。

■■■■■■■■■■■11111111111
 

  　
少
子
化
市
場 

　

少
子
化
対
策
の
推
進
、
女
性
の
職
場
進

出
に
伴
い
、
例
え
ば
出
産
・
育
児
支
援

サ
ー
ビ
ス
や
不
妊
症
治
療
等
の
産
科
医
療

サ
ー
ビ
ス
な
ど
の
伸
び
が
考
え
ら
れ
る
。

　

一
方
、
子
ど
も
関
連
市
場
は
全
体
で
は

縮
小
す
る
と
み
ら
れ
る
が
、
子
ど
も
一
人

当
た
り
の
支
出
金
額
で
は
影
響
を
受
け
に

く
い
と
い
え
る
。
当
社
が
実
施
し
た
ア
ン

ケ
ー
ト
調
査
の
中
で
、
社
会
保
障
費
の
家

計
負
担
増
に
伴
う
支
出
に
つ
い
て
も
、「
子

ど
も
の
学
校
以
外
の
教
育
費
」、「
子
ど
も

用
の
衣
料
品
費
」
を
減
ら
す
と
い
う
回
答

社内報
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０％ ２０％ ４０％ ６０％ ８０％ １００％ 

５,０００円未満 ５,０００円以上１０,０００円未満 １０,０００円以上３０,０００円未満 

３０,０００円以上５０,０００円未満 ５０,０００円以上７０,０００円未満 ７０,０００円以上１００,０００円未満 

１００,０００円以上 

現在  
（n＝254） 

定年・引退後の希望  
（n＝228） 

 8.3 8.7 42.1 21.7 13.0 1.2  5.1 

4.8 4.4 38.6 25.4 17.1 0.9 8.8

■　グラフ―19　趣味にかける金額（現在と定年・引退後） 

は
ゼ
ロ
で
あ
っ
た
【
グ
ラ
フ
―
７
】。
昨
今
、

小
学
生
な
ど
ロ
ー
テ
ィ
ー
ン
向
け
の
洋
服

ブ
ラ
ン
ド
が
新
し
い
市
場
を
確
立
し
話
題

に
な
り
売
上
を
伸
ば
し
て
い
る
が
、
一
世

帯
あ
た
り
の
子
ど
も
が
少
な
く
な
り
、
一

子
豪
華
主
義
的
な
傾
向
が
顕
著
に
な
っ
て

き
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
新
し
い
流
れ
に

対
応
し
た
商
品
や
サ
ー
ビ
ス
を
創
り
出
す

発
想
が
必
要
と
な
っ
て
い
る
。

　　
　
　
単
身
者
、
単
親
者
、
核
家
族
の

■■■■■■■■■■■22222222222
 　
　
　
増
加
等
に
よ
る
市
場

　

人
口
は
減
少
し
て
も
、
晩
婚
化
や
離
婚

率
の
上
昇
、
核
家
族
化
な
ど
の
進
展
に
よ

り
、
２
０
１
５
年
頃
ま
で
は
小
規
模
な
単

位
の
世
帯
が
増
え
、
総
世
帯
数
が
増
加
す

る
と
み
ら
れ
る
。
例
え
ば
、
未
婚
の
シ
ン

グ
ル
世
帯
や
シ
ン
グ
ル
マ
ザ
ー
・
フ
ァ
ー

ザ
ー
等
の
単
親
者
世
帯
、
高
齢
者
の
単
身

世
帯
な
ど
が
増
加
す
る
。
少
量
パ
ッ
ケ
ー

ジ
の
商
品
や
防
犯
関
連
、
家
事
・
育
児
援

助
な
ど
、
小
単
位
の
世
帯
を
対
象
に
し
た

市
場
で
の
需
要
拡
大
が
期
待
で
き
る
と
考

え
ら
れ
る
。

　

■■■■■■■■■■■33333333333
 

  　
長
寿
化
市
場 

　

高
齢
者
を
対
象
に
し
た
市
場
は
も
っ
と

も
拡
大
の
可
能
性
が
あ
る
。
医
療
・
介
護

関
連
や
家
事
な
ど
の
生
活
支
援
、
多
死
化

（
死
亡
者
数
の
増
加
）に
よ
る
葬
儀
サ
ー
ビ
ス
・

墓
地
な
ど
の
ほ
か
、
と
り
わ
け
注
目
す
べ

き
は
、「
元
気
な
高
齢
者
向
け
の
市
場
」
で

あ
る
。

　

世
帯
主
が　

歳
以
上
の
世
帯
に
お
け
る

６５

支
出
比
率
を
み
る
と
、
教
養
娯
楽
へ
の
支

出
比
率
が
他
の
年
齢
層
に
比
べ
て
非
常
に

高
い
【
グ
ラ
フ
―　

】。
１２

　

当
社
が
実
施
し
た
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
に

よ
る
と
、
回
答
者
４
０
９
人
中
現
在
趣
味

を
持
っ
て
い
る
人
は　

・
５
％
、
年
齢
別

６５

で
は
、　

歳
〜　

歳
未
満
が　

・
２
％
、

５５

６０

６８

　

〜　

歳
未
満
が　

・
９
％
、　

〜　

歳

６０

６５

７６

６５

７０

未
満
が　

・
２
％
と
な
り
、
全
体
平
均
の

６８

　

・
５
％
を
上
回
っ
て
い
る
。
ま
た
、「
引

６５退
後
も
趣
味
を
続
け
た
い
、
新
し
く
始
め

た
い
」
と
回
答
し
た
人
は
、　

歳
〜　

歳

５５

６０

未
満
の
人
で　

・
７
％
、　

〜　

歳
未
満

７４

６０

６５

で
は　

・
１
％
に
の
ぼ
っ
て
い
る
。

８１

　

ま
た【
グ
ラ
フ
―　

】の
よ
う
に
、
趣
味
に

１９

つ
ぎ
こ
む
金
額
は
、
定
年
・
引
退
後
に
増

や
し
た
い
と
い
う
人
が
多
い
。

　

現
状
、
ゴ
ル
フ
を
趣
味
に
し
て
い
る
人

が
も
っ
と
も
多
く
、
次
い
で
旅
行
が
多
い

と
い
う
結
果
に
な
っ
た
が
、
時
間
や
経
済

的
に
余
裕
が
あ
る
元
気
な
高
齢
者
層
を
刺

激
で
き
れ
ば
、
健
康
・
美
容
、
旅
行
、
趣

味
、
教
養
な
ど
多
様
な
分
野
で
新
た
な
市

場
を
創
り
出
せ
る
可
能
性
は
大
き
い
。

定
年
・
引
退
後
の
就
労
意
向
に
つ
い
て

　

定
年
・
引
退
後
の
就
労
意
向
に
つ
い
て
、

当
社
が
行
っ
た
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
に
よ
る

と
、　

〜　

歳
ま
で
の
間
「
会
社
・
団
体

６０

６４

な
ど
で
フ
ル
タ
イ
ム
で
働
く
」
と
す
る
人

は　

・
０
％
、「
非
常
勤
か
ア
ル
バ
イ
ト
、

５０
パ
ー
ト
タ
イ
マ
ー
と
し
て
働
く
」
が　

・
１４

０
％
と
な
り
、
何
ら
か
の
形
で
働
く
と
す

る
人
は　

％
に
の
ぼ
っ
て
い
る
。
さ
ら
に

６４

「
自
営
業
を
営
む
」、「
専
門
・
自
由
業
と

し
て
仕
事
を
す
る
」
も
合
わ
せ
る
と
８
割

を
占
め
て
い
る
。

　
　

〜　

歳
の
期
間
に
な
る
と
、「
フ
ル

６５

７０

タ
イ
ム
で
働
く
」
が　

％
へ
と
大
幅
に
低

７.７

下
し
、「
非
常
勤
、
ア
ル
バ
イ
ト
、
パ
ー
ト

タ
イ
マ
ー
と
し
て
働
く
」
が　

・
１
％
に

２６

上
昇
し
て
い
る
。「
自
営
業
」、「
専
門
・
自

由
業
」
を
合
わ
せ
る
と
、
こ
の
年
齢
層
に

お
い
て
も
約
５
割
の
人
に
働
く
意
向
が
あ

る
こ
と
が
わ
か
る【
グ
ラ
フ
―　

】。
２０

　

な
お
、
い
ず
れ
も
設
問
の
年
齢
期
間（　
６０

〜　

歳
の
間
、　

〜　

歳
の
間
）
に
近
い
年
齢
の

６４

６５

７０

回
答
者
ほ
ど
就
業
意
欲
が
高
く
な
っ
て
お

り
、
ま
だ
ま
だ
十
分
に
働
け
る
と
い
う
自

信
の
ほ
ど
が
う
か
が
え
る
。
高
年
齢
者
等

雇
用
安
定
法
に
よ
り
、
企
業
は
２
０
１
３

※（ｎ＝）の数値は設問に対する回答数

資料：百五経済研究所「少子化に対する企業の対応と経済に与える影響調査」（２００５年８月）

 そこまで来た、人口減少時代
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活動紹介 活動紹介 住友電装株式会社 
 

 四日市市に本社のある住友電装株式会社は、自動車用ワイ
ヤーハーネスおよび同部品、オフィス機器用のワイヤーハー
ネス、各種ケーブルの製造を行っている。国内外に多くの生
産拠点を持ち、２００４年３月現在、ワイヤーハーネスの日本シ
ェアは４０％で第２位、世界シェアは１５.８％で第３位である。
　同社は半日有給休暇制度を他社に先駆けて導入するなど、
これまで仕事と家庭が両立できる職場づくりを積極的に推
進してきた。

「仕事と家庭が 
　両立できる職場づくり」 
 

　 女性の育児休業、スムーズな職場復帰のために
　出産をきっかけに退職する社員を除き、女性の育児休業の取得率はほぼ１００％である。ま
た、ほとんどの社員が１年間取得している。 
　同社は、育児休業者の穴埋めとして派遣社員を積極的に活用している。休業者が以前と
同じ職場の同じポストに戻れるようにポストを空けておく方針が背景にある。 
　また、休業者が不安なく職場復帰できるように、休業期間中は社内の情報を盛り込んだ「社
内報」を定期的に郵送している。さらに復帰前１～３か月前には、現況や復帰後の働き方など
の希望について話し合うプログラム（社内で職場懇談会と呼んでいる）を導入している。 
  
　 男性の育児休業取得を推進
　これまで男性社員については、育児休業取得の実績がない。しかし、２００５年度、（財）２１世
紀職業財団が行う男性の育児参加促進事業のモデル事業所に認定になったことから、男性
の取得に向けて積極的に取り組むことにしている。 
　人事部では特に所属長や管理職に対して、男性も気兼ねなく取得できる職場づくりを働き
かけていくことにしている。 
　また、男性社員を対象とした配偶者出産休暇制度は、２００６年４月に現在の１日間から出産
日を含めた５日間に拡大する計画である。 
  
　 フレックスタイム制も導入
　育児のための時間外労働の制限（法定は３才に達するまで）と、深夜業の制限（法定は小
学校就学前まで）の対象者を、それぞれ小学校卒業時まで拡大している。 
　また、全社員を対象にコアタイムが１０時３０分から１５時１５分のフレックスタイム制度を導入
している。子供を保育園に送ってから出社でき、女性だけでなく男性社員からも好評である。 
  
　 時間外労働削減への取り組み
　時間外労働の削減についても労使一体で取り組んでいる。残業と休日出勤は事前申請制
であるが、毎週、人事部は法定より厳しい社内基準を超えるケースをチェックしている。毎週、
チェックすることは負担だが、確実に時間外労働の歯止めになっている。結果として家庭で
すごす時間の確保にもつながっている。 
  
　 カフェテリアプランを導入
　２００５年４月に、各社員が与えられたポイントの範囲内で自由に福利厚生メニューを選択で
きるカフェテリアプラン制度を導入した。 
　選択できるメニューとして、住宅補助、自己啓発、健康診断や人間ドック、レジャー・宿泊費
の補助などに加え、託児所やベビーシッター利用料の補助もある。 
　そのほか、電話による無料の育児相談や育児用品の割引斡旋制度も導入した。 
  
　 子供の看護休暇制度を導入
　２００５年７月に次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画を三重労働局に提出したが、
この計画に、２００５年４月に法制化された子供の看護休暇制度も盛り込んでいる。法定は５日
間、対象者は小学校就学前までだが、同社の制度では６日間、小学校卒業時までに拡大した。 

 
　 介護も支援
　介護関係では、介護休業を法定の９３日間を１年間に延長し
ている。また、同社独自の制度としてリリーフポイント制度を
導入している。取得しなかった年次有給休暇を５０日まで積
み立てることができ、介護や自分の入院時に利用できる制度
である。 

少
子
化
の

Ⅴ 
影
響
を
プ
ラ
ス
に

転
換
す
る

　

人
の
嗜
好
や
需
要
の
変
化
を
予
測
す
る

こ
と
は
難
し
い
が
、
少
子
化
・
高
齢
化
に

よ
っ
て
需
要
の
拡
大
が
期
待
で
き
る
市
場

の
例
と
し
て
大
き
く
次
の
３
つ
を
あ
げ
る
。

■■■■■■■■■■■11111111111
 

  　
少
子
化
市
場 

　

少
子
化
対
策
の
推
進
、
女
性
の
職
場
進

出
に
伴
い
、
例
え
ば
出
産
・
育
児
支
援

サ
ー
ビ
ス
や
不
妊
症
治
療
等
の
産
科
医
療

サ
ー
ビ
ス
な
ど
の
伸
び
が
考
え
ら
れ
る
。

　

一
方
、
子
ど
も
関
連
市
場
は
全
体
で
は

縮
小
す
る
と
み
ら
れ
る
が
、
子
ど
も
一
人

当
た
り
の
支
出
金
額
で
は
影
響
を
受
け
に

く
い
と
い
え
る
。
当
社
が
実
施
し
た
ア
ン

ケ
ー
ト
調
査
の
中
で
、
社
会
保
障
費
の
家

計
負
担
増
に
伴
う
支
出
に
つ
い
て
も
、「
子

ど
も
の
学
校
以
外
の
教
育
費
」、「
子
ど
も

用
の
衣
料
品
費
」
を
減
ら
す
と
い
う
回
答

社内報
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多
く
の
企
業
で
、
成
果
主
義
が
見
直
し
を
迫
ら
れ
て
い
る
。
成
果
主
義
を
導
入
し
た

企
業
の
約
７
割
が
、
制
度
の
見
直
し
を
検
討
し
て
い
る
と
の
調
査
結
果
も
あ
る
。　

世
21

紀
を
代
表
す
る
人
事
管
理
手
法
と
し
て
脚
光
を
浴
び
た
シ
ス
テ
ム
も
、
今
大
き
な
曲
が

り
角
に
差
し
掛
か
っ
て
い
る
こ
と
は
否
め
な
い
。

　

こ
こ
で
は
、
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
や
相
談
事
例
な
ど
に
基
づ
い
て
、
こ
れ
ま
で
の
成
果

主
義
が
抱
え
る
問
題
と
、
今
後
の
人
事
管
理
の
あ
り
方
に
つ
い
て
考
え
て
み
た
い
。

Ⅰ　
成
果
主
義
の
実
態

　

ま
ず
、
成
果
主
義
の
実
態
を
見
て
み
る

こ
と
に
す
る
。

　

弊
社
で
は
、
平
成　

年
８
月
に
三
重
県

１６

下
の
企
業
を
中
心
に
、
賃
金
制
度
の
改
定

に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
を
実
施
し
た
【
表

―
１
】。
こ
れ
に
よ
る
と
、
お
よ
そ
３
分
の

１
の
企
業
で
は
過
去
３
年
間
に
業
績
や
成

果
に
対
応
す
る
賃
金
部
分
を
拡
大
し
、
今

後
３
年
間
で
は
約
半
数
の
企
業
が
業
績
や

成
果
に
対
応
す
る
賃
金
部
分
を
拡
大
す
る

意
向
で
あ
る
こ
と
が
分
か
る
。

　

ま
た
、
最
近
の
調
査
で
は
、
何
ら
か
の

形
で
成
果
主
義
型
の
賃
金
制
度
を
導
入
し

て
い
る
企
業
が
す
で
に
９
割
弱
に
達
し
て

い
る
と
の
デ
ー
タ
も
あ
る（
日
本
経
済
新
聞
社

「
賃
金
動
向
調
査
」
２
０
０
５
年
５
月　

日
付
）。

１８

　

現
在
の
と
こ
ろ
、
成
果
主
義
に
は
統
一

さ
れ
た
定
義
は
な
い
。
た
だ
、
少
な
く
と

も
賃
金
制
度
に
お
い
て
は
、
す
で
に
多
く

の
企
業
が
成
果
主
義
を
導
入
し
、
今
後
も

そ
の
数
が
増
加
す
る
こ
と
は
間
違
い
な
さ

そ
う
で
あ
る
。

過去3年間にどのような改定を行ったか
［上位５項目］ （複数回答）

実施企業
割　　合

改　　定　　内　　容順　位

３３.４％業績・成果に対応する賃金部分の拡大１位

３２.９％昇給幅の縮小２位

２４.６％定期昇給の廃止３位

２０.２％職務遂行能力に対応する賃金部分の拡大４位

２０.０％
職務・職種など仕事の内容に対応する賃金部分
の拡大

５位

………

 ９.３％特にしていない

今後3年間にどのような改定を行いたいか
［上位５項目］ （複数回答）

実施企業
割　　合

改　　定　　内　　容順　位

５０.５％業績・成果に対応する賃金部分の拡大１位

３０.７％職務遂行能力に対応する賃金部分の拡大２位

１７.９％
職務・職種など仕事の内容に対応する賃金部分
の拡大

３位

１６.７％職能資格制度の改定・導入４位

１４.０％年俸制の改定・導入５位

………

１３.０％特に予定なし

※回答企業：５２５社、企業規模は３０～９９人が最も多く約４割を占める
※詳細は、弊社『HRIレポート　№１０４（２００５年１月発行）』をご覧下さい

■ 表―1

成果主義時代における
人事管理の視点

 成果主義時代における人事管理の視点 考考考考考考考考考考考　察察察察察察察察察察察

年
ま
で
に　

歳
ま
で
の
雇
用
延
長
に
対
応

６５

す
る
こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ
た
が
、　

歳
６５

を
超
え
て
も
元
気
で
ま
だ
ま
だ
活
動
的
な

人
々
が
働
け
る
場
、
社
会
活
動
で
き
る
場

を
い
か
に
提
供
し
て
い
け
る
か
が
、
少
子

化
社
会
に
お
い
て
重
要
な
課
題
で
あ
る
と

い
え
る
。

Ⅵ　
ま
と
め

　

少
子
化
に
よ
り
、
日
本
経
済
は
大
き
な

転
換
点
に
直
面
し
つ
つ
あ
る
。
三
重
県
に

お
い
て
も
同
様
で
あ
る
。
現
在
、
政
府
や

地
方
公
共
団
体
は
、
少
子
化
対
策
を
優
先

課
題
と
し
て
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
い
る
。

し
か
し
こ
の
問
題
は
行
政
だ
け
の
取
り
組

み
だ
け
で
解
決
で
き
る
問
題
で
は
な
い
。

企
業
、
家
庭
を
含
め
て
社
会
全
体
で
対
策

を
講
じ
て
い
く
べ
き
重
要
な
課
題
で
あ
る
。

　

企
業
に
お
い
て
は
、
女
性
が
仕
事
と
家

庭
を
両
立
で
き
、
ま
た
男
性
も
子
育
て
に

参
加
で
き
る
職
場
づ
く
り
に
取
り
組
ま
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
れ
は
若
者
が
減
少

し
て
い
く
な
か
で
も
優
秀
な
人
材
を
確
保

で
き
る
企
業
と
し
て
の
魅
力
に
つ
な
が
り
、

人
口
減
少
に
よ
る
市
場
縮
小
と
い
う
初
め

て
日
本
経
済
が
直
面
す
る
状
況
の
な
か
で
、

経
営
基
盤
を
強
化
す
る
こ
と
に
も
つ
な
が

る
の
で
あ
る
。

　

本
稿
を
、
企
業
と
し
て
長
期
的
な
視
野

か
ら
ど
の
よ
う
な
対
応
を
講
じ
て
い
く
べ

き
か
考
え
る
き
っ
か
け
に
し
て
い
た
だ
け

れ
ば
幸
い
で
あ
る
。

　

調
査
研
究
グ
ル
ー
プ　

村
田
千
賀
子

大
山　

淳
司

安
野　
　

秀
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■　グラフ―20　定年・引退後の就労意向 
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資料：百五経済研究所「少子化に対する企業の対応と経済に与える影響調査」（２００５年８月）


